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平成２８年１月１９日判決言渡 

平成２６年（ネ）第１００３８号 著作権侵害差止請求控訴事件 

（原審・東京地方裁判所平成２１年（ワ）第１６０１９号） 

口頭弁論終結日 平成２７年１１月２５日 

判    決 

 

控訴人兼被控訴人           株式会社ブロードリーフ訴訟承継人 

株 式 会 社 ブ ロ ー ド リ ー フ               

（以下「１審原告」という。） 

 

訴訟代理人弁護士          吉 田 正 夫               

同 井  口  加 奈 子               

 

被控訴人兼控訴人          株 式 会 社 ア ゼ ス タ               

（以下「１審被告アゼスタ」という。） 

 

 

被控訴人兼控訴人            Ｙ１ 

（以下「１審被告Ｙ１」という。） 

 

被控訴人兼控訴人            Ｙ２ 

（以下「１審被告Ｙ２」という。） 

 

被控訴人兼控訴人            Ｙ３ 

（以下「１審被告Ｙ３」という。） 
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被控訴人兼控訴人            Ｙ４ 

（以下「１審被告Ｙ４」という。） 

 

被控訴人兼控訴人            Ｙ５ 

（以下「１審被告Ｙ５」という。） 

 

被控訴人兼控訴人            Ｙ６ 

（以下「１審被告Ｙ６」という。） 

上記７名訴訟代理人弁護士          野 間 自 子               

同 中  島  健 太 郎               

同 浅  田  登 志 雄               

主    文 

１ １審原告の控訴に基づき，原判決を次のとおり変更する。 

(1) １審被告アゼスタは，別紙物件目録１ないし２２記載の各データ

ベースを複製し，頒布し又は公衆送信（送信可能化を含む。）して

はならない。 

(2) １審被告アゼスタは，別紙物件目録１ないし２２記載の各データ

ベースを格納したＣＤ－ＲＯＭ等の記録媒体を廃棄し，各データベ

ースの記録内容を消去せよ。 

(3) １審被告アゼスタ，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３

及び１審被告Ｙ４は，１審原告に対し，連帯して，２億１４７３万

３０００円及びうち１億４３１５万５３３３円に対する平成２１年

５月２８日から，うち７１５７万７６６７円に対する平成２３年１

１月２日から各支払済みまで年５分の割合による金員（ただし，１

億９０８７万３７７７円及びうち１億１９２９万６１１０円に対す

る平成２１年５月２８日から，うち７１５７万７６６７円に対する
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平成２３年１１月２日から各支払済みまで年５分の割合による金員

の限度で１審被告Ｙ６と，９９４１万３４２５円及びこれに対する

平成２１年５月２８日から支払済みまで年５分の割合による金員の

限度で１審被告Ｙ５と，それぞれ連帯して）を支払え。 

(4) １審被告Ｙ６は，１審原告に対し，１審被告アゼスタ，１審被告

Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及び１審被告Ｙ４と連帯して，

１億９０８７万３７７７円及びうち１億１９２９万６１１０円に対

する平成２１年５月２８日から，うち７１５７万７６６７円に対す

る平成２３年１１月２日から各支払済みまで年５分の割合による金

員（ただし，７５５５万４２０３円及びこれに対する平成２１年５

月２８日から支払済みまで年５分の割合による金員の限度で１審被

告Ｙ５と連帯して）を支払え。 

(5) １審被告Ｙ５は，１審原告に対し，１審被告アゼスタ，１審被告

Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及び１審被告Ｙ４と連帯して，

９９４１万３４２５円及びこれに対する平成２１年５月２８日から

支払済みまで年５分の割合による金員（ただし，７５５５万４２０

３円及びこれに対する平成２１年５月２８日から支払済みまで年５

分の割合による金員の限度で１審被告Ｙ６と連帯して）を支払え。 

(6) １審原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

２ １審被告らの控訴をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は，第１，２審を通じて，これを５分し，その２を１審原

告の負担とし，その余を１審被告らの負担とする。 

４ この判決の第１項(1)，(3)ないし(5)は，仮に執行することができる。 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ １審原告 
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(1) 原判決を次のとおり変更する。 

(2) １審被告らは，別紙物件目録１ないし２２記載の各データベースを複製，

翻案，頒布及び公衆送信（送信可能化を含む。）してはならない。 

(3) １審被告らは，別紙物件目録１ないし２２記載の各データベースを格納し

たＣＤ－ＲＯＭ等の記録媒体を廃棄し，各データベースの記録内容を消去せ

よ。 

(4) １審被告らは，１審原告に対し，連帯して，９億１０３７万０９７８円及

びうち５億５３４９万６０００円につき平成２１年５月２８日から，うち１

億１８５９万３６００円につき平成２３年１１月２日から，うち２億３８２

８万１３７８円につき平成２５年１月３１日から各支払済みまで年５分の

割合による金員を支払え。 

２ １審被告ら 

(1) 原判決主文第３項ないし第５項を取り消す。 

(2) 前項の取消部分に関する１審原告の請求をいずれも棄却する。 

第２ 事案の概要 

 略称は，特に断りのない限り，原判決に従う。 

１ 事案の要旨 

 本件は，翼システム株式会社（以下「翼システム」という。）が制作した旅

行業者向けシステム「旅行業システムＳＰ」（旧製品名「スーパーフロントマ

ン 旅行業システム」。以下「原告システム」という。）に含まれる検索及び

行程作成業務用データベース（以下「原告ＣＤＤＢ」という。）に係る著作権

を同社から譲り受けた株式会社ブロードリーフ（旧商号「アイ・ティー・エックス

翼ネット株式会社」。以下「旧原告会社」という場合がある。）を吸収合併し，

訴訟承継した１審原告（旧商号「シー・ビー・ホールディングス株式会社」）

が，１審被告アゼスタ，１審被告アゼスタの代表取締役である１審被告Ｙ１，

旧原告会社の元従業員で，１審被告アゼスタの取締役である１審被告Ｙ２及び
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１審被告Ｙ３，旧原告会社の元従業員で，１審被告アゼスタの従業員である１

審被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６，旧原告会社の元従業員で，１審被告アゼスタの

元従業員である１審被告Ｙ５（以下，１審被告アゼスタを除くその余の１審被

告らを併せて，「個人の１審被告ら」という。）に対し，１審被告らが，別紙

物件目録１ないし２２記載の各データベース（以下，これらを総称して「被告

ＣＤＤＢ」といい，同目録１記載のデーターベースを「当初版」，同目録２記

載のデーターベースを「２００６年版」，同目録３ないし２１記載の各データ

ーベースを「現行版」，同目録２２記載のデーターベースを「新版」という。）

を含む旅行業者向けシステム「旅 nesPro」（以下「被告システム」という。）

を製造，販売する行為が，原告ＣＤＤＢについて１審原告が有する著作権（複

製権，翻案権，譲渡権，貸与権，公衆送信権）の侵害に当たるなどと主張して，

著作権法１１２条１項に基づき，被告ＣＤＤＢの複製，翻案等の差止めを，同

条２項に基づき，被告ＣＤＤＢを格納したＣＤ－ＲＯＭ等の記録媒体の廃棄等

を求めるとともに，著作権侵害の不法行為に基づく損害賠償又は一般不法行為

に基づく損害賠償として９億１０３７万０９７８円及び遅延損害金の連帯支払

を求めた事案である。 

 原判決は，１審原告の請求のうち，差止請求及び廃棄等請求に関する部分は，

１審被告アゼスタに対し，被告ＣＤＤＢの当初版，２００６年版及び現行版の

複製，頒布又は公衆送信（送信可能化を含む。）の差止め及びこれらを格納し

たＣＤ－ＲＯＭ等の記録媒体の廃棄等（原判決主文第１項及び第２項）を求め

る限度で認容し，損害賠償請求に関する部分は，著作権侵害の不法行為に基づ

く損害賠償として，１審被告アゼスタ，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被

告Ｙ３及び１審被告Ｙ４に対し，連帯して１億１２１５万１０００円及び遅延

損害金の支払（原判決主文第３項）を，１審被告Ｙ６に対し，１審被告アゼス

タ，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及び１審被告Ｙ４と連帯して

１億０５４８万円及び遅延損害金の支払（原判決主文第４項）を，１審被告Ｙ
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５に対し，１審被告アゼスタ，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及

び１審被告Ｙ４と連帯して５５６１万２０００円及び遅延損害金の支払（原判

決主文第５項。なお，１審被告Ｙ６と１審被告Ｙ５は，４９４４万１０００円

及び遅延損害金の限度で連帯支払）をそれぞれ求める限度で認容し，１審原告

の１審被告らに対するその余の請求をいずれも棄却した。 

 これに対し１審原告は，原判決のうち，１審原告敗訴部分全部を不服として

控訴を提起し，１審被告らは，原判決のうち，損害賠償請求に関する１審被告

ら敗訴部分（原判決主文第３項ないし第５項）のみを不服として控訴を提起し

た。 

２ 前提事実及び争点 

 前提事実及び争点は，次のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」第

２の１及び２（原判決４頁１１行目から同１８頁１０行目まで）記載のとおり

であるから，これを引用する（以下，原判決を引用する場合，「原告」を「１

審原告」と，「被告」を「１審被告」と，「個人被告ら」を「個人の１審被告

ら」と，「別紙１」ないし「別紙１０」を「原判決別紙１」ないし「原判決別

紙１０」とそれぞれ読み替える。）。 

(1) 原判決４頁１８行目の「旧原告会社は」から同頁２２行目末尾までを次の

とおり改める。 

「旧原告会社は，平成１７年１２月３０日，翼システムから原告システムを

含むパッケージソフトウェアに関する営業の譲渡を受けるとともに，その著

作権等の譲渡を受けた。旧原告会社は，平成１８年８月１日，商号を「株式

会社ブロードリーフ」に変更した。 

 旧原告会社は，平成２１年５月１５日，本件訴訟を提起した。 

 １審原告は，同年９月１６日に設立された後，平成２２年１月１日に旧原

告会社を吸収合併し，これにより本件訴訟を承継した。なお，１審原告の設

立当時の商号は「シー・ビー・ホールディングス株式会社」であったが，上
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記吸収合併の日に「株式会社ブロードリーフ」に商号変更した。」 

(2) 原判決１７頁４行目の「とおりである」から同頁６行目末尾までを「とお

りである。これに加え，原告ＣＤＤＢでは，「０６ＵＲＬアドレステーブル」

の「種別毎キー」フィールドと，「４２会社テーブル」の「会社番号」フィ

ールドとの間にもリレーションが存在する。」と改める。 

(3) 原判決１７頁２４行目の「とおりである」から同１８頁１行目末尾までを

「とおりである。これに加え，被告ＣＤＤＢ（新版）では，「３１ＵＲＬマ

スタ」の「ＵＲＬコード」フィールドと，「４２交通会社マスタ」の「交通

会社コード」フィールドとの間にもリレーションが存在する。」と改める。 

(4) 原判決１８頁３行目の「原告ＣＤＤＢの著作物性及び」を削り，同頁７行

目を「(3) 一般不法行為に基づく損害賠償請求の成否（選択的主張）」と，

同頁１０行目の「損害賠償義務」を「損害賠償責任」とそれぞれ改める。 

第３ 争点に関する当事者の主張 

 争点に関する当事者の主張は，次のとおり訂正するほか，原判決「事実及び

理由」第３（原判決１８頁１１行目から同９７頁２４行目まで）記載のとおり

であるから，これを引用する。 

１ 原判決１８頁１２行目の「原告ＣＤＤＢの著作物性及び」を削る。 

２ 原判決２１頁６行目の「情報の創作性」を「情報の選択の創作性」と，同２

３頁１４行目の「複製ないし翻案」を「複製物ないし翻案物」とそれぞれ改め

る。 

３ 原判決４４頁２０行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「(オ) 被告ＣＤＤＢ（新版）と共通する原告ＣＤＤＢのテーブルに係る部分

の体系的構成及び情報の選択の創作性等について 

 原告ＣＤＤＢのうち，被告ＣＤＤＢ（新版）と共通するテーブルに係る

部分には体系的構成及び情報の選択における創作性があるから，被告ＣＤ

ＤＢ（新版）において原告ＣＤＤＢの上記部分の表現上の本質的特徴を直
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接感得することができるというべきである。 

ａ 原告ＣＤＤＢにおける主要な検索を可能とするテーブルに係る部分の

体系的構成及び情報の選択の創作性 

(a) 体系的構成の創作性 

  原告ＣＤＤＢでは，次の①ないし⑤の主要な検索が行えるように，

合計２３個のテーブル，各テーブルのフィールド，各テーブル間のリ

レーションにより体系的構成が構築されている。この２３個のテーブ

ルに係る部分（以下「原告ＣＤＤＢ主要部分」という場合がある。）

の体系的構成には，著作者の個性が表れているから，同部分は創作性

を有する。 

① 代表道路地点の情報を用いて，出発地点，経由地，目的地に面し

た道路に関するデータの検索を可能とする７テーブル（「０１市区

町村テーブル」，「３２駅テーブル」，「２０ホテル・旅館テーブ

ル」，「２１観光施設テーブル」，「０９地点名テーブル」，「１

１接続テーブル」，「１０道路テーブル」）による体系的構成 

② 代表道路地点の情報を用いて，道路を利用した移動に関する経路

探索・料金の算出を可能とする６テーブル（「０９地点名テーブル」，

「１０道路テーブル」，「１１接続テーブル」，「１２禁止乗換テ

ーブル」，「１４区間料金テーブル」，「１５首都高速料金テーブ

ル」）による体系的構成 

③ ホテル・旅館，観光施設に関する情報の検索を可能とする７テー

ブル（「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１観光施設テーブル」，

「２２観光施設備考テーブル」，「０５緯度経度テーブル」，「０

６ＵＲＬアドレステーブル」，「０７ＵＲＬ種別テーブル」，「０

８ＵＲＬ分類テーブル」）による体系的構成 

④ 会社を特定して行う公共交通機関を利用した経路探索を可能とす
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る８テーブル（「３２駅テーブル」，「３３路線構成テーブル」，

「３４路線テーブル」，「３６路線検索テーブル」，「３９便テー

ブル」，「４０運行日定義テーブル」，「４２会社テーブル」，「４

３交通機関種別テーブル」）による体系的構成 

⑤ 道路と地図を関連付けて行う地図からの検索，道路地点，ホテル

・旅館，観光施設，駅について市区町村，地区・県名からの検索を

可能とする６テーブル（「０１市区町村テーブル」，「０２地区・

県名テーブル」，「０９地点名テーブル」，「２０ホテル・旅館テ

ーブル」，「２１観光施設テーブル」，「３２駅テーブル」）によ

る体系的構成 

(b) 情報の選択の創作性 

 原告ＣＤＤＢ主要部分を構成する２３テーブルの各テーブルにどの

ようなフィールド項目を選択するか，また各テーブルに具体的にどの

ような情報を格納するかは，主として団体旅行における顧客のニーズ

に合わせて原告システムを使って行程表作成の業務を行うに当たって

必要となる具体的な情報が選択されて格納されている。かかる情報の

選択は，原告ＣＤＤＢの４２テーブルの場合と同様，基本的に綱羅的

であるわけでもなく，機械的であるわけでもないので，原告ＣＤＤＢ

主要部分の２３テーブルに格納されている各情報の集合物は，情報の

選択における創作性を有する。 

ｂ 被告ＣＤＤＢ（新版）と共通する原告ＣＤＤＢのテーブルに係る部分

について 

(a) 被告ＣＤＤＢ（新版）の２９テーブルのうち，経路検索，宿泊施設   

・観光施設検索に必要な２０のテーブルが原告ＣＤＤＢの２０のテー

ブルと共通することは，前記のとおりである。 

 この原告ＣＤＤＢの２０のテーブルに係る部分（以下「原告ＣＤＤ
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Ｂ共通部分」という。）は，原告ＣＤＤＢ主要部分を構成する２３テ

ーブルと比較して，３テーブル（「０５緯度経度テーブル」，「０７

ＵＲＬ種別テーブル」，「０８ＵＲＬ分類テーブル」）のみを欠く体

系的構成となっている。また，共通するテーブル間では，概ねフィー

ルドが一致し，テーブルの参照の仕方がほぼ同じである。 

 以下のとおり，上記３テーブルを欠くことにより，原告ＣＤＤＢ主

要部分の体系的構成における創作性が喪失したものとはいえず，原告

ＣＤＤＢ共通部分には，主要な検索を行うための体系的構成が依然と

して維持されているから，原告ＣＤＤＢ共通部分の体系的構成は創作

性を有するものであり，被告ＣＤＤＢ（新版）には，原告ＣＤＤＢ共

通部分の体系的構成の表現上の本質的特徴が維持されている。また，

被告ＣＤＤＢ（新版）に新たに設けられたテーブルは，前記のとおり，

いずれも，経路検索，宿泊施設・観光施設検索に基本的な変更をもた

らすテーブルではなく，付加的・補助的なテーブルであるから，かか

るテーブルの追加によって，共通する２０個のテーブルによる体系的

構成の基本的部分が変更されるものではないし，仮に被告ＣＤＤＢ（新

版）に新たに創作的表現が加えられていたとしても，原告ＣＤＤＢ共

通部分の体系的構成の創作的表現が認識可能なかたちで残っているも

のといえる。 

① 「０５緯度経度テーブル」が欠けたことについて 

 まず，地図検索機能が追加された際に追加された「０５緯度経度

テーブル」は，「０１市区町村テーブル」，「２０ホテル・旅館テ

ーブル」，「２１観光施設テーブル」，「０９地点名テーブル」及

び「３２駅テーブル」に格納される緯度経度情報を重複して格納す

るテーブルである。緯度経度情報の重複保有は，「０５緯度経度テ

ーブル」を持たない原告システムの旧バージョンのユーザーのため
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の措置としてされたものであった。ところで，被告ＣＤＤＢ（新版）

における原告ＣＤＤＢ共通部分では，「０５緯度経度テーブル」を

欠くため，「０５緯度経度テーブル」を使った緯度経度情報による

検索が可能となる構成は欠くことになるが，各施設等のテーブルに

は，緯度経度情報が格納されているので，緯度経度による検索は依

然として可能となっている。情報を重複して格納していたテーブル

が一つ減っただけで，原告ＣＤＤＢ共通部分には緯度経度による検

索も含め主要な検索を行うための体系的構成が依然として維持され

ているので，「０５緯度経度テーブル」を欠くことにより，原告Ｃ

ＤＤＢ主要部分の体系的構成の創作性が喪失したということはでき

ない。 

② 「０７ＵＲＬ種別テーブル」及び「０８ＵＲＬ分類テーブル」が

欠けたことについて 

 次に，「０７ＵＲＬ種別テーブル」及び「０８ＵＲＬ分類テーブ

ル」の２テーブルは，ＵＲＬの種別と分類の補助的テーブルである。

被告ＣＤＤＢ（新版）における原告ＣＤＤＢ共通部分では，これら

を欠くため，ＵＲＬアドレスの分類に係る検索を可能とする体系的

構成はないが，各施設等に関するＵＲＬアドレスの情報自体を管理

するテーブルである「０６ＵＲＬアドレステーブル」が残っており，

施設のＵＲＬに係る検索が可能となる体系的構成を含めその余の主

要な検索を行うための２０テーブルによる体系的構成は依然として

維持されているので，「０７ＵＲＬ種別テーブル」及び「０８ＵＲ

Ｌ分類テーブル」の２テーブルを欠くことにより原告ＣＤＤＢ主要

部分の体系的構成の創作性が喪失したということはできない。 

(b) 原告ＣＤＤＢ共通部分を構成する各テーブルにどのようなフィー

ルド項目を選択するか，また各テーブルにどのような情報を格納する



 12 

かは，主として団体旅行における顧客のニーズに合わせて原告システ

ムを使って行程表作成の業務を行うに当たって必要となる具体的な情

報が選択されて格納されている。原告ＣＤＤＢ共通部分における情報

の選択は，原告ＣＤＤＢの４２テーブルの場合，原告ＣＤＤＢ主要部

分の２３テーブルの場合と同様に，基本的に綱羅的であるわけでもな

く，機械的であるわけでもないので，原告ＣＤＤＢ共通部分の２０テ

ーブルに格納されている各情報の集合物には，情報の選択に創作性が

あることは明らかである。 

 そして，被告ＣＤＤＢ（現行版）及び被告ＣＤＤＢ（新版）のレコ

ード件数の増加は見かけ上のものであること，区間料金，観光料金に

ついて原告ＣＤＤＢが１レコードで持っていた情報を被告ＣＤＤＢ

（現行版）及び被告ＣＤＤＢ（新版）では料金種別ごとに持つこと（例

えば，区間料金のレコード件数は，原告ＣＤＤＢの１レコードが単純

に４倍に増えることで見かけ上約１００万件以上レコード件数が増加

となっていること）で件数が増えたこと，被告ＣＤＤＢ（新版）の「１

３１施設別詳細種別マスタ」では施設に関する実質的情報ではなく，

種別に関する情報としてのレコード件数が１５万件以上増加している

ことなどからすると，被告ＣＤＤＢ（新版）においては，原告ＣＤＤ

Ｂ共通部分の２０テーブルに格納されている各情報の選択における表

現上の本質的特徴は維持されている。 

(c) 以上のとおり，被告ＣＤＤＢ（新版）には，原告ＣＤＤＢ共通部分

の体系的構成及び情報の選択における創作的表現が認識可能なかたち

で残っているから，被告ＣＤＤＢ（新版）に原告ＣＤＤＢにないテー

ブルやフィールドがあり，また，データが追加されたとしても，被告

ＣＤＤＢ（新版）において原告ＣＤＤＢ共通部分の表現上の本質的特

徴を直接感得することができるというべきである。 



 13 

(d) この点に関し１審被告らは，被告ＣＤＤＢ（新版）と原告ＣＤＤＢ

とを全体で比較した場合に，共通しないテーブル，フィールド項目が相

当数を占め，それら相互間のリレーションの仕方にも大きな相違がみら

れ，また，その保有する情報量に大きな差があるため，情報の選択の創

作性を有する共通部分がその一部にすぎず，相当部分が異なるから，被

告ＣＤＤＢ（新版）から原告ＣＤＤＢの体系的構成及び情報の選択に

おける表現上の本質的特徴を直接感得することができない旨主張する。 

 しかしながら，被告ＣＤＤＢ（新版）には，原告ＣＤＤＢ共通部分

の体系的構成及び情報の選択における創作的表現が認識可能なかたち

で残っている以上，原告ＣＤＤＢ共通部分の表現上の本質的特徴を直

接感得することができるというべきである。仮に被告ＣＤＤＢ（新版）

全体から直接感得することができる表現上の本質的特徴と原告ＣＤＤ

Ｂ共通部分の表現上の本質的特徴とが異なるものであるとしても，こ

のことは，被告ＣＤＤＢ（新版）において原告ＣＤＤＢ共通部分の表

現上の本質的特徴を直接感得することができることを否定する根拠と

なるものではない。 

 したがって，１審被告らの上記主張は失当である。」 

４ 原判決４６頁２２行目冒頭の「そもそも」を「ア そもそも」と改め，同４

８頁２行目冒頭から１４行目末尾までを次のとおり改める。 

「イ 原告ＣＤＤＢがその体系的な構成において創作性を有することは争わな

い。 

 しかしながら，原告ＣＤＤＢは，情報の選択における創作性を有しない。 

 すなわち，情報の選択における創作性の判断基準は，当該情報がその分

野において通常なされるべき選択であって，当該データベースに特有のもの

と認められないか否かにあるというべきである（東京地裁平成１３年５月２

５日判決参照）。 
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 原告ＣＤＤＢにおいて，「専ら大型観光バスによる移動を前提とする経

路検索や行程表作成を可能にするという観点」から情報の選択がされてい

るとしても，このような観点は，旅行業者向けのデータベースを制作する

業者であれば誰でも考慮すべき月並みな観点であり，かかる観点からの情

報の選択は，通常なされるべき選択であって，制作者の個性が表れている

とはいい難く，創作性があるとはいえない。 

 また，専ら大型観光バスによる移動を前提とした場合，道路や代表道路

地点の選択に当たっては，全ての国道及び有料道路と，一定以上の幅員が

あり，観光施設や観光地にアクセスしている都道府県道及び市町村道が機

械的に選択されることとなるから，データベースに採用された道路や代表

道路地点の道路全体に対する割合が小さいからといって，その選択に創作

性があるとはいえない。 

 したがって，原告ＣＤＤＢは，情報の選択における創作性を有しない。

仮に創作性が認められるとしても，それは極めて低い創作性でしかないとい

うべきである。」 

５ 原判決４８頁１５行目の「複製ないし翻案」を「複製物ないし翻案物」と改

め，同５２頁１０行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「また，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の全提供レコード数に占める，

都道府県道及び一般道の全レコード数の割合はわずか約０．１７％であり，全

道路（国道，高速道路，有料道路，都道府県道及び一般道）の道路地点情報の

全レコード数の割合は，わずか約１．２６％にすぎない。」 

６ 原判決５３頁１６行目から１７行目までの「２万７０００件以上」を「約１

１万４０００件」と改め，同頁２５行目末尾に次のとおり加える。 

「特に，道の駅については，運転中の休憩場所としてだけではなく観光地とし

ての人気が高まっていることから，施設詳細種別マスタの「施設詳細種別名」

フィールドに「道の駅」を追加して簡単に検索できるようにした上で，道の駅
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のレコード数も９６８件に増加させており，原告ＣＤＤＢと情報の選択の点で

大きな違いが生じている。」 

７ 原判決５９頁２３行目冒頭から２５行目末尾までを次のとおり改める。 

「加えて，原告ＣＤＤＢの「２１観光施設テーブル」及び「２２観光施設備考

テーブル」では，収録することのできる料金設定に限りがあるため，これを追

加収録する際にはテーブルの設計変更が必要となるのに対し，被告ＣＤＤＢで

は，「２５観光料金種別マスタ」を設けることにより，多様な料金設定の登録

ができるようになっており，原告ＣＤＤＢにはなかった創作的表現が新たに創

出されている。また，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の「観光種別マ

スタ」及び「観光詳細種別マスタ」は，独自の工夫がされたフィールド項目や

リレーションの存在に照らして創作性があることは明らかであり，原告システ

ムに「観光施設種別テーブル」及び「観光施設検索タイトルテーブル」が存在

することをもって，これらのテーブルの創作性を否定することはできない。 

 以上のとおり，旅行業者向けシステムにとって最も重要かつ本質的な特徴と

いえる施設情報において，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）は，原告Ｃ

ＤＤＢとは全く異なる独自の設計思想に基づいて情報の格納を行い（乙１９），

テーブルの内容（種類及び数），フィールド項目の内容（種類及び数），各テー

ブル間の関連付けのあり方（リレーション）が原告ＣＤＤＢと全く異なるから，

被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）は，原告ＣＤＤＢと体系的な構成が全

く異なる。 

 この点に関し，原判決は，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の「２１

施設マスタ」，「２９旅館マスタ基本」及び「２３観光マスタ基本」は，原告

ＣＤＤＢの「２０ホテル・旅館テーブル」及び「２１観光施設テーブル」と実

質的に一致するテーブルである旨判断した。 

 しかしながら，上記のとおり，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）では，

電話番号や住所などの施設の基本情報を，宿泊施設や観光施設といった施設類型



 16 

の区別なく，全て１つのテーブルに格納するために，「２９旅館マスタ基本」テ

ーブル，「２３観光マスタ基本」テーブルとは別に，これらの上位テーブルとし

て「２１施設マスタ」テーブルを設置し，これにより，「２９旅館マスタ基本」

テーブル，「２３観光マスタ基本」テーブルと並列して，宿泊施設・観光施設以

外の施設類型（食事施設や公共施設など）のテーブルを増やすことができ，かつ，

これらを上位テーブルの「２１施設マスタ」テーブルで検索できる設計構造とな

っており，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の上記３テーブルと，原告

ＣＤＤＢの上記２テーブルとは，テーブル数，フィールド項目及びテーブル間の

リレーションがいずれも大きく異なるから（乙２７の別紙１及び２），一致しな

いテーブルであることは明らかである。 

 したがって，原判決の上記判断は誤りである。」 

８ 原判決６５頁２１行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「すなわち，原告ＣＤＤＢでは，便情報を「３９便テーブル」及び「４０運行

日定義テーブル」の２テーブルに格納しているため，「３９便テーブル」のレ

コードだけでは検索日に運航する便であるか不明であるのに対し，被告ＣＤＤ

Ｂ（現行版）では，便情報を「４４便マスタ」の１テーブルのみで格納してい

るため，このテーブルのみにより検索日に運航する便であるかどうかを確認で

きる。また，原告ＣＤＤＢの「４０運行日定義テーブル」では，「パターン範

囲開始日」，「パターン範囲終了日」，「運行日指定年月」，「運行日指定ビ

ット１月分」ないし「運行日指定ビット１２月分」の各フィールドにより，１

年３６５日のうち１日単位での多様な運行日を設定することができるが，被告

ＣＤＤＢ（現行版）の「４４便マスタ」にはこれらのフィールドは存在せず，

あくまでも曜日及び祝祭日の単位での運行日設定にとどめている。さらに，原

告ＣＤＤＢの「３９便テーブル」の「運転日注意有無」，「ＪＲ列車番号」，

「ＪＲ予約コード」の各フィールドに相当するフィールドは被告ＣＤＤＢ（現

行版）の「４４便マスタ」には存在しない。 
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 このように被告ＣＤＤＢ（現行版）の「４４便マスタ」は，原告ＣＤＤＢの「３

９便テーブル」，「４０運行日定義テーブル」及び「４１時刻テーブル」とは大

きく異なっており，これら３テーブルを実質的に正規化したにすぎないものでは

ない。 

 また，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「４６路線構成マスタ」，「４３路線マスタ」，

「４５時刻マスタ」及び「４４便マスタ」と原告ＣＤＤＢの「３３路線構成テー

ブル」，「３４路線テーブル」，「３６路線検索テーブル」，「３９便テーブル」

及び「４０運行日定義テーブル」とは，一見するだけでもテーブル数，フィール

ド項目及びリレーションがいずれも大きく異なっており（乙２７の別紙１及び

２），一致しないテーブルであることは明らかである。」 

９ 原判決６６頁１０行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「(f) 被告ＣＤＤＢ（現行版）と原告ＣＤＤＢの体系的構成が異なること 

 前記のとおり，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）は，テーブルの

内容（種類及び数），フィールド項目の内容（種類及び数），各テーブル間

のリレーションが原告ＣＤＤＢと全く異なっていたところ，被告ＣＤＤＢ

（現行版）の開発に当たっては，外注先を当初版・２００６年版開発時の業

者から新しい業者に変更した上で全面的に見直しを図り，被告ＣＤＤＢ（現

行版）を再構築したため，テーブルの内容（種類及び数），フィールド項目

の内容（種類及び数），各テーブル間のリレーションにおける原告ＣＤＤＢ

との違いは甚だしくなっており（乙２７の別紙１及び２），被告ＣＤＤＢ（現

行版）と原告ＣＤＤＢの情報検索のための論理構造は全く異なるといわざる

を得ず，両ＣＤＤＢは体系的な構成が大きく異なっている。このことは，被

告ＣＤＤＢ（現行版）と原告ＣＤＤＢとのテーブル一致率が約１８．２％（一

致テーブル１０個），フィールド一致率が２１．１％（一致フィールド１１

５個）と，いずれも極めて低下していることからも明らかである。そして，

原告ＣＤＤＢの創作的表現の本質的特徴は，原告ＣＤＤＢ（４２個のテーブ
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ル，４０５個のフィールド及びリレーション）全体に包含されているはずで

あるから，被告ＣＤＤＢ（現行版）と原告ＣＤＤＢにおいて，わずかテーブ

ル１０個及びフィールド１１５個のみが一致していることをもって，原告Ｃ

ＤＤＢ全体の創作的表現の本質的特徴の同一性が維持されているとは到底

いえない。 

 この点に関し，原判決は，①被告ＣＤＤＢ（現行版）の「３都道府県マス

タ」と原告ＣＤＤＢの「０２地区・県名テーブル」，②被告ＣＤＤＢ（現行

版）の「３７単経路マスタ」，「３８禁止経路マスタ」，「３９区間料金マ

スタ」及び「４０通行料金マスタ」と原告ＣＤＤＢの「１１接続テーブル」，

「１２禁止乗換テーブル」，「１４区間料金テーブル」及び「１５首都高速

料金テーブル」，③被告ＣＤＤＢ（現行版）の「２１施設マスタ」，「２９

宿泊施設マスタ」，「２３観光施設マスタ」及び「２６観光料金マスタ」と

原告ＣＤＤＢの対応するテーブルとは，いずれも実質的に一致する旨判断し

た。 

 しかしながら，上記①については，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「３都道府

県マスタ」には，原告ＣＤＤＢの「０２地区・県名テーブル」においてプラ

イマリー・キーが設定された「地区コード」フィールドは存在しておらず，

「０２地区・県名テーブル」にはない「表示順」，「作成日時」，「更新日

時」，「削除区分」，「都道府県名英字」の各フィールドがあり，また，「作

成日時」，「更新日時」，「削除区分」の各フィールドにより，いつデータ

を論理的に作成，更新，削除したのかを把握することができ，データの発生

から変更，削除に至るまでの痕跡を記録しておくことが可能となり，これに

より，例えば，利用者の売上データ改竄などの不正防止に役立つなど，つじ

つまの合わないデータの発見，追跡が容易となる。これらのフィールドの有

無は，データベース上のテーブルにおいて重要な違いであるから，被告ＣＤ

ＤＢ（現行版）の「３都道府県マスタ」と原告ＣＤＤＢの「０２地区・県名
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テーブル」が実質的に一致するテーブルであるとの原判決の判断は誤りであ

る。 

 次に，上記②については，前記⒞で述べたとおり，被告ＣＤＤＢ（現行版）

の「３７単経路マスタ」及び「３８禁止経路マスタ」において新たに導入し

た「経路」，「禁止経路」の概念と，原告ＣＤＤＢの「１１接続テーブル」，

「１２禁止乗換テーブル」における「接続」，「禁止乗換」の概念は全く異

なっている。また，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「３９区間料金マスタ」及び

「４０通行料金マスタ」と原告ＣＤＤＢの「１４区間料金テーブル」及び「１

５首都高速料金テーブル」についても，フィールド項目が大きく異なってい

ることに加えて，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「３９区間料金マスタ」及び「４

０通行料金マスタ」は，「道路料金区分」フィールドを備え，柔軟な設計と

なっている点で異なっており，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「３７単経路マス

タ」，「３８禁止経路マスタ」，「３９区間料金マスタ」及び「４０通行料

金マスタ」と原告ＣＤＤＢの「１１接続テーブル」，「１２禁止乗換テーブ

ル」，「１４区間料金テーブル」及び「１５首都高速料金テーブル」は，実

質的にも形式的にも一致しないから，原判決の上記判断は誤りである。 

 さらに，上記③については，前記のとおり，被告ＣＤＤＢ（当初版・２０

０６年版）の「２１施設マスタ」，「２９旅館マスタ基本」及び「２３観光

マスタ基本」と原告ＣＤＤＢの「２０ホテル・旅館テーブル」及び「２１観

光施設テーブル」とは大きく異なっているし，被告ＣＤＤＢ（当初版・２０

０６年版）の「２６観光料金マスタ」も，原告ＣＤＤＢの「２２観光施設備

考テーブル」と大きく異なっており，これらは全く一致しないテーブルであ

る。そして，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「２１施設マスタ」，「２９宿泊施

設マスタ」，「２３観光施設マスタ」及び「２６観光料金マスタ」では，被

告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）から多くのフィールドの変更が加えら

れ（乙２７の別紙２），原告ＣＤＤＢの各テーブルより一層大きく異なって
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いるから，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「２１施設マスタ」，「２９宿泊施設

マスタ」，「２３観光施設マスタ」及び「２６観光料金マスタ」と原告ＣＤ

ＤＢの対応するテーブルが実質的に一致するテーブルであるとの原判決の

判断は誤りである。」 

１０ 原判決７０頁６行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「次に，被告ＣＤＤＢ（新版）では，「４６路線構成マスタ」において「出発

駅コード」と「到着駅コード」とを別のフィールド項目としたため，例えばフ

ェリー検索の際，当該港を出「３３路線構成テーブル」において，出発駅（港）

と到着駅（港）を区別せずに「駅番号」フィールドを設けているため，当該港

を出発港とする路線情報を取得できず，一方通行の航路については適切な検索

結果を得られない。 

 また，被告ＣＤＤＢ（新版）では，立山黒部アルペンルートの路線の全てが

立ち寄り順も分かる形で一覧表示できるよう，駅名にアルペンルートの名称を

登録することで「アルペン」と名称検索するだけで長野側からも富山側からも

路線検索ができるようにした上で，「４３路線マスタ」に「集約路線コード」

フィールドを設けており，アルペンルートの立ち寄り順を知らない場合でも，

アルペンルートを利用する行程表を短時間で容易に作成することが可能となっ

ている。」 

１１ 原判決７０頁２０行目の「被告ＣＤＤＢ」を「被告ＣＤＤＢ（新版）」と，

同頁２２行目冒頭の「テーブル構造」を「ａ テーブル構造」と改める。 

１２ 原判決７１頁１８行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「ｂ 原告ＣＤＤＢの４２テーブルと被告ＣＤＤＢ（新版）の２９テーブルを

比較すると，原告ＣＤＤＢのみに存在するテーブルが２３テーブル，被告

ＣＤＤＢ（新版）のみに存在するテーブルが９テーブルもある上，被告Ｃ

ＤＤＢ（新版）の「４６路線構成マスタ」，「４３路線マスタ」，「４５

時刻マスタ」，「４４便マスタ」，「２９宿泊施設マスタ」，「２１施設
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マスタ」，「２３観光施設マスタ」，「２６観光料金マスタ」，「３都道

府県マスタ」，「３７単経路マスタ」，「３８禁止経路マスタ」，「３９

区間料金マスタ」及び「４０通行料金マスタ」の１３テーブルは，対応す

る原告ＣＤＤＢの各テーブルと実質的に異なっている。しかも，これらの

１３テーブルは，各テーブル内のフィールド項目についても，対応する原

告ＣＤＤＢの各テーブルのフィールド項目と全く異なっている。 

 また，被告ＣＤＤＢ（新版）の「４市区町村マスタ」，「３１ＵＲＬマ

スタ」，「３５地点マスタ」，「３６道路マスタ」，「４２交通会社マス

タ」，「４１交通機関マスタ」及び「４７駅マスタ」の７テーブルは，旅

行業者をターゲットにして観光施設・宿泊施設や道路の情報を格納する旅

行業者向けデータベースである以上，当然に必要不可欠なテーブルであり，

いわば存在して当たり前のテーブルであるから，このような創作性の余地

のないテーブルの一致をもって同一の体系的構成と判断することはできな

い。 

ｃ 原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（新版）とで一致するフィールドのほとん

どは，①都道府県コードや市区町村コード，都道府県名や市区町村名，そ

れらの読み仮名などの公知の情報に基づくフィールドや，②「４市区町村

マスタ」の緯度・経度，「３１ＵＲＬマスタ」のＵＲＬ，「３５地点マス

タ」の地点コード・地点名・地点名カナ，「３７単経路マスタ」の所要時

間・距離，「４５時刻マスタ」の出発時刻・到着時刻など存在するのが当

然のフィールド，③郵便番号・電話番号・ＦＡＸ番号などのように，そも

そも独自性・創作性のある情報ではないフィールド，④「２３観光施設マ

スタ」の休館日・開館時間，「２６観光料金マスタ」の観光料金，「２９

宿泊施設マスタ」の客室数（洋）・客室数（和）・チェックイン時間・チ

ェックアウト時間など観光施設や宿泊施設の情報として必要不可欠なフィ

ールドであり，このような創作性の余地のないフィールドの一致をもって
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同一の体系的構成と判断することはできない。」 

ｄ これに対し１審原告は，被告ＣＤＤＢ（新版）は，原告ＣＤＤＢと一致

するテーブル２０個及びフィールドにおいて原告ＣＤＤＢの体系的構成が

維持されており，上記維持されている部分から体系的構成の本質的な特徴

を直接感得できる旨主張する。 

 しかしながら，データベースの著作物として保護されるのは情報の選択

又は体系的構成において創作性を有するものであり，著作権法が，個々の論

文，数値，図形その他の情報それ自体ではなく，これらの「集合物」である

データベース自体に著作物性を認めた趣旨に鑑みると，両データベース間に

体系的構成において共通点があり，その共通点において，データベースの表

現としての創作性のある部分が一部含まれているとしても，両データベース

全体を比較した場合に，共通しないテーブル及びフィールド項目が相当数を

占め，また，それら相互間のリレーションの仕方にも大きな相違がみられる

ため，体系的な構成として創作性を有する共通部分がその一部にすぎず，相

当部分が異なる場合には，体系的構成においてもその創作的表現の本質的特

徴を直接感得できないというべきであり，そのような場合，両データベース

はもはや別個のものである。また，同様に，たとえ両データベース間に情報

の選択において共通点があり，その共通点において，データベースの表現と

しての創作性のある部分が一部含まれているとしても，両データベース全体

を比較した場合に，その保有する情報量に大きな差があるため，情報の選択

として創作性を有する共通部分がその一部にすぎず，相当部分が異なる場合

には，もはや情報の選択においてその表現の本質的特徴を直接感得できると

評価することはできないというべきである。 

 原告ＣＤＤＢの対応するテーブルと一致する被告ＣＤＤＢ（新版）のテー

ブルは，「４市区町村マスタ」，「３１ＵＲＬマスタ」，「３５地点マスタ」，

「３６道路マスタ」，「４７駅マスタ」，「４２交通会社マスタ」及び「４
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１交通機関マスタ」の７テーブルだけ（乙２７の別紙１）である。また，被

告ＣＤＤＢ（新版）では，「２１施設マスタ」の下位のテーブルとして，「１

３０食事土産マスタ」が，施設の種別に関して大分類，中分類，小分類のテ

ーブルとして，「１３２施設種別マスタ」，「１３３施設詳細種別マスタ」，

「１３１施設別詳細種別マスタ」がそれぞれ被告ＣＤＤＢ（新版）固有のテ

ーブルとして追加された上，被告ＣＤＤＢ（現行版）から多くのテーブル・

フィールドに変更（追加・削除）が加えられた。その結果，テーブルの内容

（種類及び数），フィールド項目の内容（種類及び数），各テーブル間のリ

レーションにおいて，被告ＣＤＤＢ（新版）と原告ＣＤＤＢとの違いは甚だ

しくなっており（乙２７の別紙１及び２），両ＣＤＤＢの情報検索のための

論理構造は全く異なるといわざるを得ず，両ＣＤＤＢは体系的な構成が大き

く異なっている。このことは，被告ＣＤＤＢ（新版）と原告ＣＤＤＢとのテ

ーブル一致率が約１１．５％，フィールド一致率が約１３．４％と，わずか

１０％程度にまで低下していることからも明らかである。 

 このように被告ＣＤＤＢ（新版）は，原告ＣＤＤＢと共通しないテーブル，

フィールド項目が相当数を占めており，それら相互間のリレーションの仕方

にも大きな相違がみられる。 

 したがって，被告ＣＤＤＢ（新版）と原告ＣＤＤＢの全体を比較した場合，

被告ＣＤＤＢ（新版）から原告ＣＤＤＢの体系的構成の本質的特徴を直接感

得できるということはできないから，１審原告の上記主張は失当である。」 

１３ 原判決７２頁８行目冒頭から９行目末尾までを次のとおり改める。 

 「そして，被告ＣＤＤＢ（現行版）は，その販売期間が平成１９年５月から平

成２３年２月までの約３年９か月もの長期間に及んでおり，かつバージョンも

Ver2.0から Ver3.1までの多岐にわたっているため，宿泊施設・観光施設等の施

設の新設・名称変更・廃止等や，高速道路・有料道路の料金改定・新規開通等に

伴って，膨大な量のデータの変更が加えられ，情報の選択においても，原告ＣＤ
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ＤＢとは全く異なる内容となっている。 

  例えば，施設情報は，被告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.99 では，施設マスタ

のレコード件数が約１５万件になり，被告ＣＤＤＢ（当初版）のレコード件数（約

５万７０００件）の約２．６倍にまで増加し，さらに各種施設の新設・閉館や住

所・料金等の内容変更などに伴い，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）から

約１１万４０００件ものデータを修正した。また，被告ＣＤＤＢ（現行版）の

Ver2.96において，施設に関する緯度経度データは全て更新している。なお，施

設情報に関するレコード数は，原告ＣＤＤＢが２８万９４０１件であるのに対し，

被告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.99は６５万３１８４件であり，単純比較でも被

告ＣＤＤＢ（現行版）は原告ＣＤＤＢの２．２倍以上のデータ量となっている。 

  次に，道路情報については，被告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.94において，地

点に関する緯度経度データは全て更新されている。これにより，地点マスタの「地

点コード」（１～１２７８９の１万２７８９地点）の緯度経度情報のうち，原告

ＣＤＤＢと緯度及び経度が完全に一致したのはわずか８１９地点（約６．４％）

となったが，これら８１９地点についても，手作業によるマウスクリックの結果，

偶然に原告ＣＤＤＢの緯度経度情報に一致したにすぎず，原告ＣＤＤＢに依拠し

たものでは全くない。また，被告ＣＤＤＢ（現行版）において，顧客のニーズに

対応するため，地点・道路，高速道路料金等のデータの大幅な拡充を行った結果，

被告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.99では，レコード件数が，地点マスタ約２万２

３００件，道路マスタ約４８００件，単経路マスタ約６万６０００件，区間料金

マスタ約１７６万８０００件となり，被告ＣＤＤＢ（当初版）のレコード件数（地

点マスタ約１万２８００件，道路マスタ約２７００件，接続マスタ約３万７００

０件，料金マスタ約３６万３３００件）からそれぞれ大幅に増加され，既存のデ

ータについても，最新の情報に合わせて多数のデータが更新されている（乙４４）。

この結果，道路情報に関するレコード数は，原告ＣＤＤＢが４５万０６９２件で

あるのに対し，被告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.99は１８６万３７９６件に達し
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ており，単純比較でも被告ＣＤＤＢ（現行版）は原告ＣＤＤＢの約４．１倍もの

データ量となっている。 

  さらに，交通情報について，被告ＣＤＤＢ（現行版）において，「駅すぱあと」

に収録されていないフェリー，ケーブルカー，ロープウェイの交通機関に対応す

るため，便マスタ，時刻マスタ等のテーブルを新設し，フェリーガイドやホーム

ページ等を確認した上で，交通会社，時刻表，便名等のデータを新たに追加した。

交通情報に関するレコード数は，原告ＣＤＤＢが１６万３９９３件であるのに対

し，被告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.99は２万６７７１件であり，単純比較でも

データ量に顕著な差が生じている。エリア情報についても，被告ＣＤＤＢ（現行

版）において，都道府県マスタ及び市区町村マスタのデータを全て入力し直し，

また，被告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.96において，エリアに関する緯度経度デ

ータは全て更新した。 

  なお，そもそも，主要な宿泊施設・観光施設や国道・高速道路・有料道路・都

道府県道などの情報は，主に団体旅行を企画する旅行業者をターゲットにして観

光施設・宿泊施設や道路の情報を格納する旅行業者向けデータベースである以上，

必要不可欠な情報にほかならず，その選択に創作性が加わる余地はないから，こ

のような情報について被告ＣＤＤＢ（現行版）と原告ＣＤＤＢに一致しているも

のがあるとしても，著作権侵害が生じることはあり得ない。 

  このほか，具体的なデータの入力等については，前記(ア)で詳述したとおり

である。」 

１４ 原判決７３頁２６行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

 「仮に被告ＣＤＤＢ（新版）と原告ＣＤＤＢ間に体系的構成又は情報の選択に

おいて共通点があり，その共通点において，データベースの表現としての創作

性のある部分が含まれているとしても，前記のとおり，個々の「論文，数値，

図形その他の情報」それ自体ではなく，あえてこれらの「集合物」であるデー

タベース自体に著作物性が認められていることに鑑みると，「集合物」である
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データベースの翻案該当性を判断するに当たり，データベースのうちの特定の

部分だけを比較するのは不適切であり，データベース全体を比較してどの程度

一致しているかを検討すべきである。 

  この点，原告ＣＤＤＢの創作的表現の本質的特徴は，原告ＣＤＤＢの４２個

のテーブル及び４０５個のフィールド全体に包含されている。 

  そして，前記のとおり，被告ＣＤＤＢ（新版）と原告ＣＤＤＢの全体を比較

した場合には，共通しないテーブル及びフィールド項目が相当数を占め，また，

それら相互間のリレーションの仕方にも大きな相違があり，さらに，その保有

する情報量に大きな差があり，体系的な構成又は情報の選択において創作性を

有する共通部分はその一部にすぎず，相当部分が異なっている。 

  したがって，被告ＣＤＤＢ（新版）には，原告ＣＤＤＢの体系的構成又は情

報の選択における創作的表現の本質的特徴が存在し，維持されているとはいえ

ず，その本質的特徴を直接感得することはできないから，原告ＣＤＤＢの複製

物ないし翻案物には当たらないというべきである。」 

１５ 原判決７５頁１９行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

  「そして，１審被告アゼスタと個人の１審被告らは著作権侵害を共同不法

行為として行っているのであるから，１審被告アゼスタのみならず，個人の

１審被告らに対しても，著作権侵害行為の差止めの必要があるというべきで

ある。このことは，法人の代表者，使用人等の従業者が法人の業務に関して，

著作権侵害行為を行っている場合，行為者である従業者個人を罰することに

加え，法人に罰金が科されるのは（著作権法１２４条），まず自然人（個人）

の行為が刑罰の対象となるとともに，差止対象となる著作権侵害行為に該当

するからこそ，法人の行為も刑罰の対象となるとともに，差止めの対象とな

る著作権侵害行為と規範的に評価されることに照らしても，明らかである。 

 また，１審被告らの差止めの対象となる行為には，翻案行為も含まれると

いうべきである。 
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 この点に関し，原判決は，被告ＣＤＤＢを翻案する行為には広範かつ多様

な態様があり得るから，１審原告の請求は，差止めの対象となる具体的な行

為を特定することなく，多様な態様を含みうる翻案行為の全てを差止めるこ

とを求めるものであり，内容の限定されない態様を含むものとして，その差

止めの必要性を認めることはできない旨判断した。 

 しかしながら，１審被告らの著作権侵害態様には翻案行為も含まれること，

翻案行為が，複製行為と比べて特段内容の限定されない態様を含むものとは

いえないこと，差止めの対象となる翻案行為の客体は，別紙物件目録１ない

し２２記載の各データベースに特定されていることからすると，１審被告ら

の翻案行為についても差止めの必要があるというべきであるから，原判決の

上記判断は誤りである。」 

１６ 原判決７５頁２６行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

  「また，仮に１審被告アゼスタによる被告ＣＤＤＢの製造，販売について

原告ＣＤＤＢの著作権侵害が成立するとしても，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ

２，１審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４，１審被告Ｙ６及び１審被告Ｙ５には，以

下のとおり，故意又は過失がないから，損害賠償義務を負わない。 

ア １審被告Ｙ１について 

  １審被告Ｙ１は，データベースやシステムに関する専門知識はない上，

翼システムに在籍したこともなく，１審原告の企業秘密に接する機会もなか

った。また，１審被告Ｙ１は，被告ＣＤＤＢをゼロから構築すべく必要な手

当てをし，１審原告社内にあった原告ＣＤＤＢのメンテナンスＣＤのデータ

の一部を利用することとした際にも，当該データをそのまま被告ＣＤＤＢに

利用するのではなく，旅行業者向けのデータベースに格納する情報としては

当然かつありふれた客観的なデータの正誤を確認し必要な修正等を加えた

上で利用するよう指示するなど，あくまで参考として利用するよう慎重な配

慮を行っていた。 



 28 

  したがって，１審被告Ｙ１は，被告ＣＤＤＢの開発及び販売のいずれにつ

いても，原告ＣＤＤＢの著作権侵害についての過失はない。なお，システ

ムリプレースの文書を送付していることは，著作権侵害についての過失を裏

付ける理由にならない。 

イ １審被告Ｙ２について 

  １審被告Ｙ２が１審被告アゼスタの取締役に就任したのは，平成１９年

２月であり，被告システムの販売を開始した平成１８年６月よりも後のこと

である。また，１審被告Ｙ２は，専ら営業担当の人間であり，過去に翼シス

テムにおいて原告システムの会議に参加して意見を述べたことはあったが，

営業先の顧客からの要望をフィードバックし，パッケージソフトウェアとし

て，どのような機能が入っていればよいか，どのような画面や操作性がよい

かを営業の立場すなわち顧客の視点から伝えていたものにすぎず，データベ

ースの設計・構造において，具体的にどのようなテーブル，フィールド，リ

レーションとなっていればよいかについての知識などは全くなかった。また，

１審被告Ｙ２は，開発担当者の指示により，被告ＣＤＤＢの単純なデータ入

力作業の一部を行ったことがあったが，旅行業者向けのデータベースに格納

する情報としては当然かつありふれた客観的なデータを開発担当者から渡

され機械的に入力したにすぎない。 

  したがって，１審被告Ｙ２は，そもそもデータベースの設計・構造につい

ての知見がない上，被告ＣＤＤＢの開発行為に一切関与していないから，被

告ＣＤＤＢの開発について過失はない。また，１審被告Ｙ２は，被告ＣＤＤ

Ｂを営業担当者として販売した際には，あくまで１審被告アゼスタが開発し

た被告ＣＤＤＢを販売しているという認識を有していたにすぎず，著作権侵

害の組成物であるＣＤＤＢを販売しているという認識がない以上，販売につ

いても過失はない。 

ウ １審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６について 
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  １審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６は，１審被告Ｙ２と同様

に，そもそもデータベースの設計・構造についての知見がない上，被告ＣＤ

ＤＢの開発行為に一切関与していないから，被告ＣＤＤＢの開発について過

失はなく，また，被告ＣＤＤＢを営業担当者として販売した際には，あくま

で１審被告アゼスタが開発した被告ＣＤＤＢを販売しているという認識を

有していたにすぎず，著作権侵害の組成物であるＣＤＤＢを販売していると

いう認識がない以上，販売についても過失はない。特に１審被告Ｙ６につい

ては，１審被告アゼスタが平成１８年６月に被告システムの販売を開始した

後の同年１０月に１審被告アゼスタに入社しており，被告ＣＤＤＢの開発に

全く関与していないことは明らかであり，入社後も西日本担当として販売活

動を行っており，東京本社にいることもほとんどなく，単純なデータ入力に

すら一切関与していない。 

エ １審被告Ｙ５について 

  １審被告Ｙ５は，被告ＣＤＤＢの開発に際して，著作権侵害とならないよ

うに慎重な配慮を尽くしているから，過失はない。また，１審被告Ｙ５は，

被告ＣＤＤＢの販売には全く関与していないから，少なくとも販売について

は過失はない。」 

１７ 原判決７６頁１行目を「３ 争点(3)（一般不法行為に基づく損害賠償請求

の成否（選択的主張））」と，同８７頁３行目の「損害賠償義務」を「損害賠

償責任」とそれぞれ改める。 

１８ 原判決８８頁７行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

 「これに対し１審被告らは，原告ＣＤＤＢが原告システムの一部を構成するに

すぎないことなどから，１審原告の主張する損害はほとんどが減殺されるべき

である旨主張する。 

  しかしながら，著作権法１１４条１項は，「侵害の行為がなければ販売する

ことができた物」（製品）の単位数量当たりの利益の額を基礎として，侵害に
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よる逸失利益を損害として推定する規定である。したがって，たとえ著作権の

及ぶ範囲が販売される物（製品）の一部に関するものであったとしても，侵害

品の販売行為によって，権利者は物（製品）全体を販売できなかったのである

から，権利者の逸失利益は物（製品）全体における利益の額について算定すべ

きである。 

  本件でも，被告ＣＤＤＢを含む被告システムが１本販売されることにより，

原告ＣＤＤＢを含む原告システム１本が販売できなくなったという関係（代替

関係ないし相互補完性）があるから，原告システム１本を販売できなくなった

ことによる１審原告の逸失利益は，原告システム１本全体の販売に係る限界利

益となるというべきであり，１審原告の逸失利益を製品全体に対する原告ＣＤ

ＤＢの寄与率によって減ずる理由はない。 

  したがって，１審被告らの上記主張は失当である。」 

１９ 原判決８８頁１４行目冒頭から１６行目末尾までを次のとおり改める。 

「(ア) 被告システムの販売に係る１審原告の逸失利益は，原告システム「旅

行業システムＳＰ」のＴＲ－Ｐ４（甲６８）に基づいて計算すべきである。

少なくとも，１審被告らが認める被告システムの販売本数のうち，約６２％

が原告システムＴＲ－Ｐ４と代替関係にある被告システム Pro-2 であるか

ら，１審原告が販売できた本数の６２％は，原告システムＴＲ－Ｐ４（シ

ステム価格２２０万円）に基づいて計算すべきである。詳細は以下のとお

りである。」 

２０ 原判決８９頁１７行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

 「これに対し，１審被告らが行ったのが１審原告の顧客に対する原告システム

についてのリプレース販売であり，これらの顧客には既に１審原告の営業担当

者がついていた以上，１審被告アゼスタが販売した数量の原告システムを１審

原告が追加的に販売したとしても，追加的な人件費は発生しないから，これを

変動経費として売上高から控除すべきではない。」 
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２１ 原判決８９頁２４行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「(イ) この点に関し，原判決は，原告システムの限界利益率を３３％と算定

した上で，原告システムにおける原告ＣＤＤＢの寄与率を５０％と認定し，

原告システムの１本当たりの販売価格に，寄与率，限界利益率を乗じて，

原告ＣＤＤＢの著作権侵害に係る著作権法１１４条に基づく損害額を１億

０７１５万１０００円と認定した。 

   しかしながら，原判決の算定方法に従って計算すれば，３３％は，限界

利益率ではなく，経費率であることは明らかであるから，原判決には，限

界利益率と経費率を取り違えた誤りがある。 

   また，前記のとおり，著作権法１１４条１項に基づき１審原告の逸失利

益の損害額を推定する際に，算定された逸失利益の損害額全体から販売さ

れた物（製品）全体に対する対象著作物の寄与率によって損害額を減じる

ことは誤りである。 

   したがって，原判決の上記損害額の認定は誤りである。」 

２２ 原判決９０頁１行目冒頭に，改行の上，次のとおり加える。 

 「原告システムにおいては，各種データは常に最新でなければ意味をなさない

ため，特段の事情がない限り，原告システムを購入するユーザーは原告との間

でデータメンテナンス契約を締結してデータ更新のためのメンテナンスＣＤの

提供を受けることになる。したがって，著作権を侵害する被告ＣＤＤＢを含む

被告システムの販売がされなければ原告システムが販売されており，原告シス

テムが販売されていれば，データメンテナンス契約が締結されていたのである

から，著作権侵害とデータメンテナンス契約による逸失利益の損害には相当因

果関係がある。」 

２３ 原判決９２頁１４行目の「予備的主張」を「選択的主張」と改め，同頁１

５行目冒頭から１６行目末尾までを次のとおり改める。 

 「１審被告らの行為が一般不法行為を構成することを理由とする１審原告の損
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害額も，上記著作権侵害に基づく損害額と同額（合計９億１０３７万０９７８

円）である。」 

２４ 原判決９３頁２６行目末尾に，次のとおり加える。 

 「加えて，１審被告アゼスタは，被告ＣＤＤＢの当初版・２００６年版，現行

版，新版に関して，その体系的な構成及び情報の選択（情報の質・量及び格納

方法）について継続的に改良を行っており，バージョンアップするごとに原告

ＣＤＤＢとの差異はより一層大きくなっているから，損害額の減殺の程度は，

バージョンが進むにつれてより一層大きくしなければならない。 

  特に，被告ＣＤＤＢ（現行版）については，約４年もの長期にわたり販売さ

れ，別表１のとおり，４期にわたり体系的な構成が大きく変更され，レコード

数が激増しており，各期毎の損害額の減殺の程度は大きく異なるべきである。 

２５ 原判決９４頁１７行目の「（乙３６の１～２６），」の後に「ＴＲ－Ｐ１

の合計１７本の販売数の平均販売価格は約１００万円（１００万１３５０円。定

価の約４割引）にすぎず，」を加える。 

２６ 原判決９５頁１０行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

 「また，一般管理費（給料，賞与その他の人件費，通信費，旅費交通費及び賃借

料等の諸費用），営業外損益（支払利息，割引料及びその他の営業外費用から，

受取利息及び雑収入等の営業外収益を差し引いたもの）及び特別損益を総売上高

に対する侵害品の売上高の割合により按分したものについても，侵害品の製造・

販売行為と無関係に生じている費用であるとはいえないのであるから，著作権法

１１４条１項にいう「利益」は，限界利益ではなく，純利益と解すべきである。

「その他管理費」の内訳に関係なく，売上げから「その他管理費」全額が控除さ

れるべきであり，それに加え「広告宣伝費」や「人件費」も控除されるべきであ

る。」 

２７ 原判決９５頁２１行目冒頭の「原告は，」を「ア １審原告は，」と改め，

同９６頁１２行目末尾に次のとおり加える。 
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 「このように旅行業者向け行程表作成システムは，被告システム及び原告シス

テム以外にも，他社が販売する複数のシステムが販売において競合し，それぞれ

のシステム間で代替可能である。」 

２８ 原判決９７頁１５行目の「受けている。」の後に次のとおり加える。 

 「例えば，被告ＣＤＤＢは，被告システムが導入している拠点間ネットワーク

システム（本部と支社のシステムをネットワークで結び，顧客情報や顧客に提示

した行程表・見積書など社内でのデータの新規登録，更新，削除を共有できるネ

ットワークシステム）に対応できるデータベースであり（実際に被告システム

の導入先のうち，２０社が拠点間ネットワークシステムを取り入れ，本部・支社

間でデータの共有を行っている（乙５０）。），これに対応していない原告シ

ステム及び原告ＣＤＤＢに対し機能的に優位にあるから，原告ＣＤＤＢとの間

で競合関係にはない。加えて，１審原告は，平成２１年，原告システムの後継

機種として「トラベルート・ドット・エヌエス」という新システムの販売を開

始し，原告システムの販売を放棄しているから，被告システムが販売されなけ

れば原告システムが販売されるという関係にはない。」 

２９ 原判決９７頁２２行目冒頭から２４行目末尾までを次のとおり改める。 

 「 以上の諸事情に照らすと，被告システムが販売されなければ，原告システム

が販売され，データメンテナンス契約も締結されるといった単純な二者択一の

関係は存在せず，被告ＣＤＤＢと原告ＣＤＤＢとの間においてのみ代替関係が

あるということはないから，被告ＣＤＤＢの販売と１審原告の受けた損害との

間には相当因果関係は存在しない。 

  また，上記諸事情は，著作権法１１４条１項ただし書の「譲渡等数量の全

部又は一部に相当する数量を著作権者等が販売することができないとする事

情」に当たるというべきである。被告システムの売上本数の達成は，豊富な

収録レコード数（約２．６倍），データメンテナンス及びサポート体制の充実，

担当者の旅行業者向けシステムにおける経験・ノウハウ，データベース部分以
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外の優位性（行程表・見積書等のエクセル出力機能，旅行行程の検索結果の地

図上でのリアル表示機能，オンラインアップデート機能，拠点間ネットワーク

機能，最新ＯＳへの即時対応やＥＤカードの新様式への即時対応等）などの面

で原告システムより優位性を有しており顧客吸引力を有していたからにほか

ならない。 

  加えて，被告システムの販売先のうち，１審被告アゼスタとの契約を終了

し，１審原告と契約した先が，判明しているだけで４社あり，これらの４社

については，１審原告が最終的には原告システムを販売できていることから，

当該本数の売上げや利益については，損害賠償額の算定対象から除外すべき

である。 

イ 原判決は，１審原告の損害額の算定に当たり，原告システムにおける原告Ｃ

ＤＤＢの寄与率を５０％と認定したが，上記認定は，寄与率を不当に高く認定

したものであるから，誤りである。 

  すなわち，そもそも原告ＣＤＤＢは，行程・見積機能が参照する一部のデー

タしか有しておらず，当該部分は，原告データベースの旅行業者向けシステム

としての本質的機能（旅行業者がその業務を遂行する上で必要不可欠な行程表

・見積書の作成及び出力，売上・集計・顧客管理のトータルサポート）の一部

分にすぎない。そのテーブル数及びフィールド数においても，原告データベー

ス全体が６０個のテーブル，９３８個のフィールドから構成されるのに対し，

原告ＣＤＤＢ部分は１審原告の主張によっても４２個のマスターテーブル（デ

ータベース全体の７０％のテーブル）と４０５個のフィールド（全体の４３％

のフィールド）を有するにとどまっている。さらには，顧客への販売対象とな

っている原告システムは，デジタルデータの集合体とこれを管理・処理するコ

ンピュータ・プログラムにより構成され，これらが不可分一体となって稼働す

るものであるところ，原告ＣＤＤＢ部分は，プログラム等を含めた原告システ

ム全体の一部であるデータベース部分のさらにその一部にすぎない。 
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  このような原告システムにおける原告ＣＤＤＢ部分の位置づけからすると，

原判決が認定した寄与率５０％は，原告システムにおける原告ＣＤＤＢ部分の

位置づけの評価を誤ったものであり，不当に高いといわざるを得ない。加えて，

原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢは一致しない部分が多くあることから，このこと

も寄与率の判断において評価されるべきであり，この点を全く評価していない

原判決の認定は誤りである。」 

第４ 当裁判所の判断 

１ 認定事実 

 次のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」第４の１（原判決９７頁

２６行目から同１２９頁１行目まで）記載のとおりであるから，これを引用す

る。 

 原判決１１６頁１４行目冒頭から同１１７頁１１行目末尾までを次のとおり

改める。 

「ク 原告ＣＤＤＢにおける各テーブルの概要及び主な体系的構成 

 原告ＣＤＤＢは，上記のとおり，４２個のマスターテーブル，４０５個

のフィールド項目からなり，原告ＣＤＤＢの各テーブルの概要については，

原判決別紙１記載のとおりである。 

 そして，原告ＣＤＤＢにおいては，以下のとおり，①出発地，経由地，

目的地に面した道路に関するデータの検索，②道路を利用した移動に関す

る経路探索・料金の算出，③ホテル・旅館，観光施設に関する情報の検索，

④会社を特定して行う公共交通機関を利用した経路探索，⑤道路と地図を

関連付けて行う地図からの検索，道路地点，ホテル・旅館，観光施設，駅

について市区町村，地区・県名からの検索を行うために，各々列挙された

各テーブルの体系的構成が構築されている。 

(ア) 代表道路地点の情報を用いて，下記の７テーブルにより，出発地，

経由地，目的地に面した道路に関するデータの検索を可能とする体系的
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構成（以下「体系的構成①」という。） 

 「０１市区町村テーブル」，「３２駅テーブル」，「２０ホテル・旅

館テーブル」，「２１観光施設テーブル」，「０９地点名テーブル」，

「１１接続テーブル」，「１０道路テーブル」 

(イ) 代表道路地点の情報を用いて，下記の６テーブルにより，道路を利

用した移動に関する経路探索・料金の算出を可能とする体系的構成（以

下「体系的構成②」という。） 

 「０９地点名テーブル」，「１０道路テーブル」，「１１接続テーブ

ル」，「１２禁止乗換テーブル」，「１４区間料金テーブル」，「１５

首都高速料金テーブル」 

(ウ) 下記の７テーブルにより，ホテル・旅館，観光施設に関する情報の

検索を可能とする体系的構成（以下「体系的構成③」という。） 

 「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１観光施設テーブル」，「２２

観光施設備考テーブル」，「０５緯度経度テーブル」，「０６ＵＲＬア

ドレステーブル」，「０７ＵＲＬ種別テーブル」，「０８ＵＲＬ分類テ

ーブル」 

(エ) 下記の８テーブルにより，会社を特定して行う公共交通機関を利用

した経路探索を可能とする体系的構成（以下「体系的構成④」という。） 

 「３２駅テーブル」，「３３路線構成テーブル」，「３４路線テーブ

ル」，「３６路線検索テーブル」，「３９便テーブル」，「４０運行日

定義テーブル」，「４２会社テーブル」，「４３交通機関種別テーブル」 

(オ) 下記の６テーブルにより，道路と地図を関連付けて行う地図からの

検索，道路地点，ホテル・旅館，観光施設，駅について市区町村，地区

・県名からの検索を可能とする体系的構成（以下「体系的構成⑤」とい

う。） 

 「０１市区町村テーブル」，「０２地区・県名テーブル」，「０９地
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点名テーブル」，「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１観光施設テー

ブル」，「３２駅テーブル」」 

２ 争点(1)（被告ＣＤＤＢが原告ＣＤＤＢに依拠して作成された複製物ないし翻

案物といえるか）について 

(1) データベースの複製ないし翻案について 

ア 前記第２の２の前提事実及び前記１の認定事実によれば，原告ＣＤＤＢ

は，入力される個々の情報（データ）の集合体が，縦の列と横の行から構

成される表であるテーブルに格納され，テーブルの縦の列は個々のデータ

の属性を表す「フィールド」に細分され，テーブルの横の行は，ユーザー

が，最小単位の格納データとして検索等の操作をすることができる１件分

のデータである「レコード」を構成し，複数のテーブル間に共通のフィー

ルド（プライマリー・キー（主キー）等）を設定し，テーブル間を関連付

けることにより，相互のテーブル内の他のフィールドに格納されている属

性の異なるデータを抽出し，抽出したデータを統合・集計して検索するこ

とができる機能を有するいわゆるリレーショナルデータベースである。 

 著作権法１２条の２第１項は，データベースで，その情報の選択又は体

系的な構成によって創作性を有するものは，著作物として保護する旨規定

しているところ，情報の選択又は体系的構成について選択の幅が存在し，

特定のデータベースにおける情報の選択又は体系的構成に制作者の何らか

の個性が表れていれば，その制作過程において制作者の思想又は感情が移

入され，その思想又は感情を創作的に表現したものとして，当該データベ

ースは情報の選択又は体系的構成によって創作性を有するものと認めてよ

いものと解される。 

 そして，リレーショナルデータベースにおける体系的構成の創作性を判

断するに当たっては，データベースの体系的構成は，情報の集合物から特

定の情報を効率的に検索することができるようにした論理構造であって，
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リレーショナルデータベースにおいては，テーブルの内容（種類及び数），

各テーブルに存在するフィールド項目の内容（種類及び数），どのテーブ

ルとどのテーブルをどのようなフィールド項目を用いてリレーション関係

を持たせるかなどの複数のテーブル間の関連付け（リレーション）の態様

等によって体系的構成が構築されていることを考慮する必要があるものと

解される。また，リレーショナルデータベースにおいては，一般に，各テ

ーブル内に格納されるデータの無駄な重複を減らし，検索効率を高めるた

めに，フィールド項目に従属関係を設定して，新たなテーブルを設けたり，

テーブル内に格納されているデータの更新を行う際にデータ間に不整合が

起こらないようにするために，関連性の高いデータ群だけを別のテーブル

に分離させるなどの正規化が行われており，その正規化の程度にも段階が

あることから，正規化がもたらす意義や正規化の程度についても考慮する

必要があるものと解される。 

イ 複製とは，印刷，写真，複写，録音，録画その他の方法により有形的に

再製することをいい（著作権法２条１項１５号），著作物の複製（同法２

１条）とは，当該著作物に依拠して，その表現上の本質的な特徴を直接感

得することのできるものを有形的に再製する行為をいうものと解される。

また，著作物の翻案（著作権法２７条）とは，既存の著作物に依拠し，か

つ，その表現上の本質的な特徴の同一性を維持しつつ，具体的表現に修正，

増減，変更等を加えて，新たに思想又は感情を創作的に表現することによ

り，これに接する者が既存の著作物の表現上の本質的な特徴を直接感得す

ることのできる別の著作物を創作する行為をいうものと解される（最高裁

平成１３年６月２８日第一小法廷判決・民集５５巻４号８３７頁参照）。 

 そして，リレーショナルデータベースにおいては，データベースの一部

分を分割して利用することが可能であり，また，テーブル又は各テーブル

内のフィールドを追加したり，テーブル又はフィールドを削除した場合で
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あっても，既存のデータベースの検索機能は当然に失われるものではなく，

その検索のための体系的構成の全部又は一部が維持されていると評価でき

る場合があり得るものと解される。 

 以上を前提とすると，被告ＣＤＤＢが原告ＣＤＤＢを複製ないし翻案し

たものといえるかどうかについては，まず，被告ＣＤＤＢにおいて，原告

ＣＤＤＢのテーブル，各テーブル内のフィールド及び格納されている具体

的な情報（データ）と共通する部分があるかどうかを認定し，次に，その

共通部分について原告ＣＤＤＢは情報の選択又は体系的構成によって創作

性を有するかどうかを判断し，さらに，創作性を有すると認められる場合

には，被告ＣＤＤＢにおいて原告ＣＤＤＢの共通部分の情報の選択又は体

系的構成の本質的な特徴を認識可能であるかどうかを判断し，認識可能な

場合には，その本質的な特徴を直接感得することができるものといえるか

ら，被告ＣＤＤＢは，原告ＣＤＤＢの共通部分を複製ないし翻案したもの

と認めることができるというべきである。 

(2) 被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）が原告ＣＤＤＢの複製物ないし翻

案物といえるか 

 次のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」第４の２(3)（原判決１

３１頁９行目から同１８０頁２６行目まで）記載のとおりであるから，これ

を引用する。 

ア 原判決１３２頁２４行目冒頭から同１３４頁１７行目末尾までを次のと

おり改める。 

 「このうち，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の「２１施設マス

タ」，「２９旅館マスタ基本」及び「２３観光マスタ基本」と，原告ＣＤ

ＤＢの「２０ホテル・旅館テーブル」及び「２１観光施設テーブル」とを

対比すると，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の上記３テーブルは，

原判決別紙３のとおり，原告ＣＤＤＢの上記２テーブルに共通する「地区
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コード」，「都道府県コード」，「市区町村コード」，名称（漢字及びか

な），所在地に関する情報（郵便番号，住所，電話番号，ファックス番号），

「代表道路地点番号」（「代表道路地区コード」），緯度，経度などのフ

ィールドを，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の「２１施設マスタ」

に集約するとともに，原判決別紙５及び８のとおり，「２０ホテル・旅館

テーブル」のプライマリー・キーである「ホテル旅館コード」フィールド

と「２１観光施設テーブル」のプライマリー・キーである「観光施設番号」

フィールドを共通のフィールド項目とした「施設コード」フィールドを被

告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の上記３テーブルに設定して，「施

設コード」フィールドをプライマリー・キーとして上記３テーブル間のリ

レーションをとっている。また，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）

は，原告ＣＤＤＢの「２０ホテル・旅館テーブル」と「２１観光施設テー

ブル」にそれぞれ固有のフィールド（前者については「和室客室数」，「洋

室客室数」，「収容人員」，「交通」，「加盟団体種別」など。後者につ

いては「交通」，「見学時間」，「休館日」，「所要時間」，「駐車可能」，

「駐車場料金」（観光バス及びマイクロバス）など）を，被告ＣＤＤＢ（当

初版・２００６年版）の「２９旅館マスタ基本」及び「２３観光マスタ基

本」に振り分け，さらに，それぞれのテーブルに，次のとおりの新規のフ

ィールド（合計１９個）を追加している。 

① 「２９旅館マスタ基本」テーブルについて 

 「シングル数（客室数＿シングル）」，「ツイン数（客室数＿ツイン）」，

「その他数（客室数＿その他）」，「ＴＥＬ２（ＴＥＬ２）」，「ＴＥ

Ｌ２コメント（ＴＥＬ２備考）」，「数値１（予備）」，「数値２（予

備）」，「登録日時（作成日時）」，「更新日時（更新日時）」 

② 「２１施設マスタ」テーブルについて 

 「温泉地コード（温泉地番号）」，「登録日時（作成日時）」，「更
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新日時（更新日時）」，「削除フラグ」，「数値１（予備）」，「数値

２（予備）」，「観光フラグ」，「宿泊フラグ」 

③ 「２３観光施設マスタ」テーブルについて 

「登録日時（作成日時）」，「更新日時（更新日時）」 

 上記１９個のフィールドは，既に存在するそれぞれのテーブル中のフィ

ールドに格納された情報に付随する情報を格納するためのフィールドとし

て追加されたもの（「シングル数（客室数＿シングル）」，「ツイン数（客

室数＿ツイン）」，「その他数（客室数＿その他）」や「温泉地コード（温

泉地番号）」など）であるか，テーブル管理のためのフィールドとして追

加されたもの（「登録日時（作成日時）」，「更新日時（更新日時）」な

ど）と認められる。 

 また，原告ＣＤＤＢの上記２テーブルに係るフィールド間のリレーショ

ン（原判決別紙５のとおり）と，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）

の上記３テーブルに係るフィールド間のリレーション（原判決別紙８のと

おり）とを比較すると，「施設コード」（原告ＣＤＤＢでは「ホテル旅館

コード」及び「観光施設番号」フィールド），「都道府県コード」，「市

区町村コード」，「代表道路地点コード」を用いて他のテーブルとのリレ

ーションをとるテーブルの参照の仕方はほぼ同じであるといえる。 

 以上によれば，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の「２１施設マ

スタ」，「２９旅館マスタ基本」及び「２３観光マスタ基本」と，原告Ｃ

ＤＤＢの「２０ホテル・旅館テーブル」及び「２１観光施設テーブル」と

は，実質的に一致するテーブルであると認められる。 

 これに対し１審被告らは，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）では，

電話番号や住所などの施設の基本情報を，宿泊施設や観光施設といった施設

類型の区別なく，全て１つのテーブルに格納するために，「２９旅館マスタ

基本」テーブル，「２３観光マスタ基本」テーブルとは別に，これらの上位
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テーブルとして「２１施設マスタ」テーブルを設置し，これにより，「２９

旅館マスタ基本」テーブル，「２３観光マスタ基本」テーブルと並列して，

宿泊施設・観光施設以外の施設類型（食事施設や公共施設など）のテーブル

を増やすことができ，かつ，これらを上位テーブルの「２１施設マスタ」テ

ーブルで検索できる設計構造となっており，被告ＣＤＤＢ（当初版・２０

０６年版）の上記３テーブルと，原告ＣＤＤＢの上記２テーブルとは，テ

ーブル数，フィールド項目，テーブル間のリレーションがいずれも大きく異

なるから（乙２７の別紙１及び２），一致しないテーブルである旨主張する。 

 確かに，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）では，「２９旅館マスタ

基本」テーブルと「２３観光マスタ基本」テーブルの上位テーブルとして「２

１施設マスタ」テーブルを設置し，このテーブルにより，宿泊施設・観光施

設以外の施設類型（食事施設や公共施設など）のテーブルを増やしたり，こ

れらを「２１施設マスタ」テーブルで検索できる設計構造となっている点で

原告ＣＤＤＢと異なるものといえるが，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年

版）では，宿泊施設・観光施設以外の施設類型のテーブルは設定されていな

い。 

 しかも，上記のとおり，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の上記３

テーブルと原告ＣＤＤＢの上記２テーブルとを比較すると，被告ＣＤＤＢ

（当初版・２００６年版）の上記３テーブルに新規に設置された１９個のフ

ィールドは，既に存在するそれぞれのテーブル中のフィールドに格納され

た情報に付随する情報を格納するためのフィールドとして追加されたもの

であるか，テーブル管理のためのフィールドとして追加されたものであり，

それ以外のフィールドは共通し，また，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６

年版）の上記３テーブルと原告ＣＤＤＢの上記２テーブルとでは，「施設コ

ード」（原告ＣＤＤＢでは「ホテル旅館コード」及び「観光施設番号」フ

ィールド），「都道府県コード」，「市区町村コード」，「代表道路地点
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コード」を用いて他のテーブルとのリレーションをとるテーブルの参照の

仕方はほぼ同じであることに照らすと，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６

年版）では，原告ＣＤＤＢの上記２テーブルのフィールド項目（「ホテル

旅館コード」及び「観光施設番号」）に「施設コード」フィールドとの従

属関係を設定して，新たなテーブルを設ける正規化が行われたものといえ

るが，このような正規化によっても，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年

版）の上記３テーブルと原告ＣＤＤＢの上記２テーブルとの実質的同一性

は維持されているものと認められる。 

 したがって，１審被告らの上記主張は採用することができない。」 

イ 原判決１３４頁２４行目の「フィールド」を「テーブル」と改める。 

ウ 原判決１３６頁２２行目の「観光施設検索タイトルコード」を「観光設

備検索タイトルコード」と，同１３７頁１０行目の「観光種別コード」を

「種別コード」と，同頁１２行目の「原告ＣＤＤＢ」を「原告システムの

上記テーブルに含まれるフィールド」と，同頁１３行目の「観光種別コー

ド」を「詳細種別コード」と，同頁１４行目の「原告ＣＤＤＢの」から同

頁１６行目の「一致しており，」までを「そのフィールドＩＤが原告シス

テムの上記テーブルに含まれる「種別コード」フィールドのフィールドＩ

Ｄの英字部分と一致しており，」とそれぞれ改める。 

エ 原判決１３８頁１５行目の「原告ＣＤＤＢと」から同頁１７行目末尾ま

でを「原告ＣＤＤＢのマスターテーブルと一致する被告ＣＤＤＢ（当初版

・２００６年版）のマスターテーブルは２８個であり，これらのテーブル

に存在するフィールドは２９９個である。」と改める。 

オ 原判決１３９頁１１行目の「「２３観光施設マスタ」」を「「２３観光

マスタ基本」」と改める。 

カ 原判決１４２頁１行目冒頭から同頁２行目末尾までを，「イ 体系的構

成の共通部分についての原告ＣＤＤＢの創作性の有無等」と改め，同頁１
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７行目冒頭から同頁１９行目末尾までを次のとおり改める。 

 「そして，原判決別紙３のとおり，原告ＣＤＤＢのテーブルと一致する

被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）のテーブルに存在するフィールド

２８６個（「登録日時」，「更新日時」及び「削除区分」を除く。）のう

ち，原告ＣＤＤＢのフィールドと一致するフィールドは２５２個である。」 

キ 原判決１４３頁３行目の「「２１観光施設マスタ」」を「「２１施設マ

スタ」」と，同頁２１行目の「「２０ホテル・施設テーブル」」を「「２

０ホテル・旅館テーブル」」とそれぞれ改め，同頁２３行目の「「１０道

路テーブル」により，」及び同頁２６行目の「「１５首都高速料金テーブ

ル」により，」の次にそれぞれ「代表道路地点の情報を用いて，」を加え，

同頁２４行目の「可能にし」の次に「（体系的構成①）」を加える。 

ク 原判決１４４頁１行目から２行目までの「可能にしていること」の次に

「（体系的構成②）」を，同頁５行目から６行目までの「可能にしている

こと」の次に「（体系的構成③）」をそれぞれ加え，同頁６行目の「そし

て，」から同頁１２行目から１３行目にかけての「選ぶことができること」

までを，「そして，「０１市区町村テーブル」，「０２地区・県名テーブ

ル」，「０９地点名テーブル」，「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１

観光施設テーブル」，「３２駅テーブル」により，道路と地図を関連付け

て行う地図からの検索，及び，道路地点，ホテル・旅館，観光施設，駅に

ついて市区町村，地区・県名からの検索を可能にしていること（体系的構

成⑤）」と改める。 

ケ 原判決１４５頁２５行目の「このうち料金種別に」から同１４６頁７行

目末尾までを次のとおり改める。 

「このうち料金種別に係るものは，原告ＣＤＤＢの「２１観光施設テーブ

ル」及び「２２観光施設備考テーブル」では，利用料金の種別毎に複数の

フィールドを設けているのに対し，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）



 45 

では，利用料金の種別を管理するテーブルを「２５観光料金種別マスタ」

として新たに設けることにより，料金種別の増加に対応できるようにした

ものと認められる。 

 しかしながら，料金種別の増加に対応できるように新たなテーブルを設

けること自体は，単なる正規化にすぎず，原告ＣＤＤＢに新たに創作的表

現を加えたものとはいい難い。」 

コ 原判決１４６頁１９行目の「そして，フィールドについてみても，」を

「次に，原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）とで一致

しないフィールド（「登録日時」，「更新日時」，「削除区分」，「フラ

グ」及び「（予備）」の各フィールドを除く。）として，「道路構成地点

マスタ」及び「道路構成地点索引マスタ」の各「レコード番号」フィール

ド，「３７接続マスタ」の「連番」フィールド，「有料道路番号マスタ」

の「道路区分」フィールド，「２１施設マスタ」の「温泉地コード」フィ

ールド，「２９旅館マスタ基本」の「シングル数」，「ツイン数」，「そ

の他数」，「ＴＥＬ２」，「ＴＥＬ２コメント」の各フィールド，「２６

観光料金マスタ」の「料金種別コード」，「料金メモ」の各フィールドが

ある。まず，」と改める。 

サ 原判決１４６頁２６行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

 「そして，「２６観光料金マスタ」の「料金種別コード」フィールドに

ついては，新たに設けた「２５観光料金種別マスタ」とのリレーションを

とるためのプライマリー・キーであり，同テーブルの設置と同様，かかる

フィールドを設けることがデータベースの体系的構成の点で新たに創作的

表現を加えるものとはいえない。その余の各フィールドについても，いず

れも当該フィールドの属するテーブルに既に存在する原告ＣＤＤＢと一致

するフィールドに付随する情報等を格納するために設けられたものであり，

データベースの体系的構成の点で新たな創作的表現を加えるものとはいい
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難い。」 

シ 原判決１４７頁１１行目の「実質的に一致するテーブルであると認めら

れることや，」を，「実質的に一致するテーブルであり，「２１施設マス

タ」は，原告ＣＤＤＢの「２０ホテル・旅館テーブル」及び「２１観光施

設テーブル」の共通のフィールド項目を括りだした上位のテーブルとして

設けられたものであると認められることからすると，「４市区町村マスタ」

とのリレーションのとり方については，これが施設の所在地に関わるもの

であることから，施設の所在地に関する情報を格納する「２１施設マスタ」

とのリレーションに集約されたものということができる。これに加え，」

と改める。 

ス 原判決１４８頁１０行目から１１行目までの「「３８禁止乗換マスタ」

の２個のフィールド，「有料道路番号マスタ」のうちの「道路番号」フィ

ールド，」を削り，同頁１２行目冒頭の「５個のフィールド」を「６個の

フィールド」と改め，同頁２０行目の「フィールド」の次に「のフィール

ドＩＤ」を加える。 

セ 原判決１５７頁２１行目冒頭から同頁２２行目末尾までを，「エ 情報

の選択における共通部分についての原告ＣＤＤＢの創作性の有無等」と改

める。 

ソ 原判決１５９頁９行目冒頭から同頁１７行目末尾までを次のとおり改め

る。 

「(ア) １審被告らは，原告ＣＤＤＢにおける情報の選択は，客観的，標

準的な基準に従った没個性的・汎用的なものにすぎず，また，大型観

光バスによる移動という観点は，旅行業者向けのデータベースを制作

する業者であれば誰でも考慮すべきものである上，これを前提とした

場合，道路や代表道路地点の選択は機械的に行われることとなるから，

創作性がない旨主張する。 
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 しかしながら，前記のとおり，原告ＣＤＤＢにおいて，道路や道路

位置，代表道路地点，緯度経度情報，接続・禁止乗換，県範囲定義等

を選択，選定するに当たっては，極めて多数にのぼる選択対象として

幅のある中から，専ら大型観光バスでの移動を前提とした効率的な経

路検索，行程表作成を可能とするという観点からの情報の選別等がさ

れており，このような観点から行われる情報の選別は，誰が行っても

同一のものになるということは到底できないから，その情報の選択に

は制作者の個性が表れており，創作性があるものということができる。 

 したがって，１審被告らの上記主張は採用することができない。」 

タ 原判決１６２頁１５行目及び２０行目の各「ｅＺＲＯＵＴＥ」を「ｅｚ

ＲＯＵＴＥ」と改める。 

チ 原判決１６６頁２６行目の「始点」の次に「（判決注・「終点」の誤記

と認める。）」を加え，同１６７頁１２行目及び１３行目の「道路番号」

を，いずれも「道路番号①」と改める。 

ツ 原判決１７０頁１７行目末尾，２２行目末尾及び同１７１頁１行目末尾

に，それぞれ「〔甲２１〕」を加え，同１７０頁１８行目の「〔甲６５〕」

を削る。 

テ 原判決１７３頁２行目末尾に「〔甲６５の別紙１３〕」を加える。 

ト 原判決１７４頁７行目末尾及び同頁９行目末尾に，それぞれ改行の上，

「施設名：阿寒ネイチャーセンター」を加える。 

ナ 原判決１７５頁２３行目末尾に「〔甲６５の別紙２２〕」を，同１７６

頁１８行目末尾に「〔甲６５の別紙２４〕」をそれぞれ加える。 

ニ 原判決１７７頁１２行目の「被告ＣＤＤＢ（現行版）の一部（２０１１

年２・３月版 Ver3.1まで），」を「かかる誤りは，被告ＣＤＤＢ（現行版）

にも存在したが，」と改める。 

ヌ 原判決１７８頁４行目の「持たず，」の次に「これに対応する原告ＣＤ
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ＤＢの「メッセージテーブル（ＴＲＶＭＳＧテーブル）」は，」を加え，

同頁１４行目の「これ」を「原告ＣＤＤＢのＴＲＶＭＳＧテーブルのメッ

セージ」と改める。 

ネ 原判決１７８頁２３行目の「持たず，」の次に「これに対応する原告Ｃ

ＤＤＢの「メッセージボックステーブル（ＴＲＶＭＳＧＢＸテーブル）」

は，」を加える。 

ノ 原判決１８０頁２５行目冒頭から２６行目末尾までを次のとおり改める。 

 「以上の検討によれば，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）は，原

告ＣＤＤＢに依拠して制作されたものであって，被告ＣＤＤＢ（当初版・

２００６年版）において原告ＣＤＤＢの共通部分の体系的構成及び情報の

選択の本質的な特徴を直接感得することができるものといえるから，原告

ＣＤＤＢの共通部分の複製物であると認めるのが相当である。」 

(3) 被告ＣＤＤＢ（現行版）が原告ＣＤＤＢの複製物ないし翻案物といえるか 

 次のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」第４の２(4)（原判決１

８１頁２行目から同２１３頁４行目まで）記載のとおりであるから，これを

引用する。 

ア 原判決１８２頁３行目から４行目までの「「３７禁止経路マスタ」」を

「「３８禁止経路マスタ」」と改める。 

イ 原判決１８３頁２行目の「別紙９」を「後記(ウ)」と改める。 

ウ 原判決１８４頁６行目の「別紙９」を「後記(ウ)」と改め，同頁１８行

目の「であること，」の次に「原告ＣＤＤＢの「３６路線検索テーブル」

と被告ＣＤＤＢ（現行版）の「４５時刻マスタ」とを対比すると，プライ

マリー・キーの設定されたフィールドは異なるものの，両者に存在するフ

ィールドは，前者の「路線番号」，「便番号」，「発駅番号」，「着駅番

号」，「発時刻」，「着時刻」に相当するフィールドが後者にも存在し，

後者に存在するその余のフィールドは「備考」，「作成日時」，「更新日
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時」，「削除区分」というものにすぎないこと，このテーブルと他のテー

ブルとのリレーションのとり方を見ると，原告ＣＤＤＢの「３６路線検索

テーブル」の「３２駅テーブル」及び「３９便テーブル」に対するリレー

ションと同じリレーションが，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「４５時刻マス

タ」と「４７駅マスタ」及び「４４便マスタ」との間に存在すること，」

を加える。 

エ 原判決１８４頁２３行目の「同じ目的で」から同１８５頁２行目末尾ま

でを次のとおり改める。 

「実質的に一致するテーブルであると認められる。なお，被告ＣＤＤＢ（現

行版）の「４４便マスタ」は，原判決別紙３のとおりの各フィールドの内

容の共通性からみて，原告ＣＤＤＢの「３９便テーブル」，「４０運行日

定義テーブル」及び「４１時刻テーブル」の各フィールドを一つのテーブ

ルに統合する正規化をしたにすぎないものであり，被告ＣＤＤＢ（現行版）

の「４４便マスタ」と原告ＣＤＤＢの上記３テーブルとは，実質的に一致

するものと認められる。」 

オ 原判決１８５頁２０行目冒頭から同頁２１行目末尾までを次のとおり改

める。 

 「以上によると，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）が，原告ＣＤ

ＤＢと一致するマスターテーブルを２８個有していたのに対し，被告ＣＤ

ＤＢ（現行版）は，そのうち１０個のテーブル（「有料道路番号マスタ」，

「道路構成地点マスタ」，「道路構成地点索引マスタ」，「市区町村通過

道路索引マスタ」，「県範囲定義マスタ」，「協定施設マスタ」，「券種

マスタ」，「協定旅館マスタ」，「連結協定マスタ」，「地方別会社索引

マスタ」）を削除した一方，新たに原告ＣＤＤＢのマスターテーブルと一

致するマスターテーブル５個（「４６路線構成マスタ」，「４３路線マス

タ」，「４５時刻マスタ」，「４４便マスタ」，「４１交通機関マスタ」）
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を追加したものと認められる。その結果，原告ＣＤＤＢのマスターテーブ

ルと一致する被告ＣＤＤＢ（現行版）のマスターテーブルは，前記のとお

り，２３個となる。」 

カ 原判決１８６頁１８行目の「一致する」の次に「テーブルに存在する」

を加える。 

キ 原判決１８６頁１９行目末尾に「これに関し，後記オ(イ)のとおりの被

告ＣＤＤＢ（現行版）の「３８禁止経路マスタ」と原告ＣＤＤＢの「１２

禁止乗換テーブル」との実質的内容の同一性に照らし，両テーブルに存す

る各フィールドは一致するものとして上記フィールド数に含めている。」

を加える。 

ク 原判決１８７頁２５行目から２６行目までの「「地点コード（始点）」，

「地点コード（中間点）」，「地点コード（終点）」のそれぞれの地点コ

ード」を「「地点コード」」と改める。 

ケ 原判決１８８頁１１行目の「Profiter」を「Profiler」と改める。 

コ 原判決１８９頁１９行目冒頭から同頁２０行目末尾までを「イ 体系的

構成の共通部分についての原告ＣＤＤＢの創作性の有無等」と改める。 

サ 原判決１９０頁７行目冒頭から８行目末尾までを次のとおり改める。 

「そして，原判決別紙３のとおり，原告ＣＤＤＢのテーブルと一致する被

告ＣＤＤＢ（現行版）のテーブルに存在するフィールド１７３個（作成日

時・更新日時・削除区分を除く。）のうち，原告ＣＤＤＢのフィールドと

一致するフィールドは１４３個である。」 

シ 原判決１９０頁１５行目の「フィールド」を「テーブル」と，同頁１６

行目から１７行目までの「「２０ホテル・施設テーブル」」を「「２０ホ

テル・旅館テーブル」」とそれぞれ改め，同頁１８行目の「「１０道路テ

ーブル」により，」及び同頁２１行目から２２行目までの「「１５首都高

速料金テーブル」により，」の次にそれぞれ「代表道路地点の情報を用い
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て，」を加え，同頁１９行目の「可能にし」の次に「（体系的構成①）」

を加え，同頁２３行目の「可能にしている。」を「可能にしている（体系

的構成②）。」と改める。 

ス 原判決１９１頁１行目の「可能にしている。」から同頁８行目の「選ぶ

ことができる。」までを「可能にしている（体系的構成③）。そして，「０

１市区町村テーブル」，「０２地区・県名テーブル」，「０９地点名テー

ブル」，「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１観光施設テーブル」，「３

２駅テーブル」により，道路と地図を関連付けて行う地図からの検索，道

路地点，ホテル・旅館，観光施設，駅について市区町村，地区・県名から

の検索を可能にしている（体系的構成⑤）。」と改める。 

セ 原判決１９１頁１０行目の「観光名称は」を「観光施設の名称は」と改

める。 

ソ 原判決１９２頁２行目から３行目までの「可能にしている。」を「可能

にしている（体系的構成④）。」と改める。 

タ 原判決１９２頁２３行目の「このうち料金種別に」から同１９３頁５行

目末尾までを次のとおり改める。 

「このうち料金種別に係るものは，原告ＣＤＤＢの「２１観光施設テーブ

ル」及び「２２観光施設備考テーブル」では，利用料金の種別毎に複数の

フィールドを設けているのに対し，被告ＣＤＤＢ（現行版）では，利用料

金の種別を管理するテーブルを「２５観光料金種別マスタ」として新たに

設けることにより，料金種別の増加に対応できるようにしたものと認めら

れる。 

 しかしながら，料金種別の増加に対応できるように新たなテーブルを設

けること自体は，単なる正規化にすぎず，新たに創作的表現を加えたもの

とはいい難い。」 

チ 原判決１９３頁２３行目冒頭から同１９４頁３行目末尾までを次のとお



 52 

り改める。 

 「次に，原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（現行版）とで一致しないフィー

ルド（「作成日時」，「更新日時」，「削除区分」及び「備考」とあるフ

ィールドを除く。）として，「３都道府県マスタ」の「表示順」及び「都

道府県名英字」の各フィールド，「４市区町村マスタ」及び「３１ＵＲＬ

マスタ」の各「表示順」フィールド，「３９区間料金マスタ」及び「４０

通行料金マスタ」の「道路料金区分」フィールド，「２１施設マスタ」の

「温泉地コード」，「ＸＹ取得元」，「ＸＹ取得深度」，「キーワード」，

「公共施設種別」の各フィールド，「２９宿泊施設マスタ」の「客室数（シ

ングル）」，「客室数（ツイン）」，「客室数（その他）」，「電話番号

２」の各フィールド，「２６観光料金マスタ」の「観光料金種別」，「初

期値連動区分」の各フィールド，「４７駅マスタ」の「交通会社コード」

がある。 

 しかし，「表示順」の各フィールドについては，検索結果における表示

順を定めるものにすぎず，これ自体として創作的表現が追加されたとはい

い難い。」 

ツ 原判決１９４頁６行目から７行目までの「「４０首都高速料金マスタ」」

を「「４０通行料金マスタ」」と改める。 

テ 原判決１９４頁１７行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

 「さらに，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「２１施設マスタ」の「キーワー

ド」フィールドについては，検索の際の利便性の向上に資するフィールド

項目を新たに設定したものであるとともに，原告ＣＤＤＢと比較すると，

宿泊施設や観光施設の如何を問わず，キーワードを用いて分野横断的に検

索をすることが可能となっていることからすれば，これによってデータベ

ースの体系的構成に変化が生じているということができる。 

 しかしながら，このような体系的構成の変化は，専ら，「キーワード」



 53 

フィールドが，原告ＣＤＤＢの「２０ホテル・旅館テーブル」及び「２１

観光施設テーブル」の共通のフィールド項目を括りだした上位のテーブル

として被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）に設けられた「２１施設マ

スタ」に新たなフィールド項目として設けられたことによるものであり，

被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）に「２１施設マスタ」を設けたこ

と自体はデータベースの体系的構成に新たな創作的表現を追加したものと

いうことはできない以上，「２１施設マスタ」における「キーワード」フ

ィールドの設置によっても，情報の選択の点はともかく，体系的構成の点

においては新たな創作的表現が追加されたものと評価することはできない

というべきである。また，仮に「キーワード」フィールドの設置によって

体系的構成に新たな創作的表現が追加されたものといえるとしても，被告

ＣＤＤＢ（現行版）は，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）における

「２１施設マスタ」，「２９旅館マスタ基本」及び「２３観光マスタ基本」

の３テーブルを用いた既存の検索機能を有しており，その検索のための体

系的構成は維持されているものと認められる。 

 加えて，「２６観光料金マスタ」に「観光料金種別」フィールドを設け

ることがデータベースの体系的構成の点で新たな創作的表現を加えるもの

とはいえないことは，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の「料金種

別コード」と同様である。その余の各フィールドについても，いずれも当

該フィールドの属するテーブルに既に存在する原告ＣＤＤＢと一致するフ

ィールドに付随する情報等を格納するために設けられたものであり，デー

タベースの体系的構成の点で新たな創作的表現を加えるものとはいい難

い。」 

ト 原判決１９７頁１４行目末尾に「逐次，９６００件近くのレコードが追

加された結果，「３５地点マスタ」におけるレコード数は，被告ＣＤＤＢ

（当初版・２００６年版）が原告ＣＤＤＢとほぼ同じ約１万２８００件で
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あったのに対し，被告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.99（２０１０年１１月

版）では２万２３７７件となった。」を加える。 

ナ 原判決１９７頁２０行目末尾に「逐次，２１００件余りのレコードが追

加された結果，同テーブルにおけるレコード数は，被告ＣＤＤＢ（当初版

・２００６年版）が原告ＣＤＤＢと同じ２７２９件であったのに対し，被

告ＣＤＤＢ（現行版）の Ver2.99（２０１０年１１月版）では４８４０件

となった。」を加える。 

ニ 原判決１９８頁６行目末尾に「逐次，４万１０００件のレコードが追加

されるなどした結果，「３７単経路マスタ」におけるレコード数は，被告

ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の「３７接続マスタ」が原告ＣＤＤＢ

とほぼ同じ約３万７０００件であったのに対し，被告ＣＤＤＢ（現行版）

の Ver2.99（２０１０年１１月版）では６万６３１０件となった。」を加

える。 

ヌ 原判決１９８頁２１行目から同頁２２行目までの「及び「削除区分」の

三つのフィールド」を「，「削除区分」及び「道路料金区分」の四つのフ

ィールド」と改める。 

ネ 原判決１９９頁６行目から７行目までの「「削除区分」の三つのフィー

ルド」を「「削除区分」及び「道路料金区分」の四つのフィールド」と，

同頁１２行目の「ＪＫＢＶＡＬＮＤ」を「ＪＫＢＶＡＬＮＯ」とそれぞれ

改める。 

ノ 原判決１９９頁２３行目の「〔甲３２〕」を次のとおり改める。 

「このような道路地点の一致率は，２００９年４月版の Ver2.92 について

は９８．０％（１万２０８７件），２００９年６月版の Ver2.94 について

は９４．３％（１万２０８７件）である。〔甲３２，３４〕」 

ハ 原判決２００頁７行目の「収録されている。」の次に「そして，このよ

うな緯度経度情報の一致率は，２００９年４月版の Ver2.92 については９
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２．５％（１万２８２２件）であったが，平成２１年５月の本訴提起後に

販売が開始された２００９年６月版の Ver2.94 については８．１％（１０

３３件）と激減している。」を加える。 

ヒ 原判決２０４頁９行目冒頭から同頁１０行目末尾までを「エ 情報の選

択における共通部分についての原告ＣＤＤＢの創作性の有無等」と改め，

同頁１１行目冒頭から同頁１３行目末尾までを次のとおり改める。 

「(ア) 前記のとおり，２００９年４月版の Ver2.92 までの被告ＣＤＤＢ

（現行版）の「３５地点マスタ」は，原告ＣＤＤＢの「０９地点名テ

ーブル」の道路地点，緯度経度と完全に一致するか，大部分において

一致するレコードを有しており，２００９年６月版の Ver2.94 以降，

原告ＣＤＤＢの「０９地点名テーブル」の緯度経度と一致する「３５

地点マスタ」のレコードの割合は激減したものの，依然として道路地

点についてはそのほとんどが一致するレコードを有している。また，

被告ＣＤＤＢ（現行版）の「３６道路マスタ」についても，原告ＣＤ

ＤＢが「１０道路テーブル」において選択した道路と大部分において

一致するレコードを有していることが推認される。」 

フ 原判決２０５頁８行目末尾に「なお，Ver2.94以降の被告ＣＤＤＢ（現行

版）においては，原告ＣＤＤＢの「０９地点名テーブル」とは道路地点が

一致するものの，道路地点に係る緯度経度が一致しないレコードが大部分

を占めるに至っている。しかしながら，旅行業者向けのデータベースにお

いては，特定の道路地点を選択することに制作者の個性が表れるというべ

きであり，緯度経度に関する情報は道路地点に依存する情報であるから，

たとえ緯度経度が一致しないレコードが大部分を占めているとしても，道

路地点が一致する部分のレコードについて原告ＣＤＤＢの制作者の個性

が表れていると評価すべきである。」を加える。 

ヘ 原判決２０９頁１６行目の「Profiter」を「Profiler」と改め，同頁２
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５行目の「しており，」の次に「禁止経路マスタの「地点コード（始点）」

と単経路マスタの「地点コード（始点）」，禁止経路マスタの「地点コー

ド（中間点）」と単経路マスタの「地点コード（終点）」，禁止経路マス

タの「道路コード」と単経路マスタの「道路コード」のそれぞれが等しい

かどうかを見ていることからすれば，」を加える。 

ホ 原判決２１３頁１行目の「上記採用することができない。」を「採用す

ることができない。」と改める。 

マ 原判決２１３頁３行目冒頭から４行目末尾までを次のとおり改める。 

 「以上の検討によれば，被告ＣＤＤＢ（現行版）は，原告ＣＤＤＢに依

拠して制作されたものであって，被告ＣＤＤＢ（現行版）において原告Ｃ

ＤＤＢの共通部分の体系的構成及び情報の選択の本質的な特徴を直接感得

することができるものといえるから，原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物で

あると認めるのが相当である。」 

(4) 被告ＣＤＤＢ（新版）が原告ＣＤＤＢの複製物ないし翻案物といえるか 

ア 被告ＣＤＤＢ（新版）と原告ＣＤＤＢとの体系的構成の共通性 

 次のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」第４の２(5)ア（原判

決２１３頁６行目ないし同２２３頁９行目）記載のとおりであるから，こ

れを引用する。 

(ア) 原判決２１５頁８行目の「いないから，」を「おらず，」と改め，

同頁９行目の「「２５観光料金種別マスタ」は，」の次に「それぞれ「管

理備考」フィールドを削除したほかは」を加える。 

(イ) 原判決２１８頁１９行目冒頭から同頁２３行目末尾までを次のとお

り改める。 

 「このうち，被告ＣＤＤＢ（新版）における，ほぼ各テーブル（マス

タ）に存在する「作成日時（作成日時）」，「更新日時（更新日時）」

及び「削除区分（削除区分）」のフィールドを除いたフィールド数は２
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１９個であり，そのうち，１２９個（原判決別紙３に「一致フィールド

数」として記載された１３３個から，同別紙上に一致フィールドとして

誤って計上されている同別紙３枚目記載の「１３１施設別詳細種別マス

タ」の「施設詳細種別」フィールド，「１３２施設種別マスタ」の「施

設種別」フィールド及び「１３３施設詳細種別マスタ」の「施設詳細種

別」フィールド，同別紙４枚目記載の「１３１施設別詳細種別マスタ」

の「施設コード」フィールドの合計４個分を除いたもの）が，原告ＣＤ

ＤＢと一致している。 

 なお，被告ＣＤＤＢ（新版）の「３８禁止経路マスタ」は，被告ＣＤ

ＤＢ（現行版）のそれと同一である以上，被告ＣＤＤＢ（現行版）の「３

８禁止経路マスタ」について検討したところと同様に，原告ＣＤＤＢの

「１２禁止乗換テーブル」と実質的に一致するテーブルであると認めら

れるため，被告ＣＤＤＢ（新版）の「３８禁止経路マスタ」と原告ＣＤ

ＤＢの「１２禁止乗換テーブル」に存する各フィールドは一致するもの

として，上記一致フィールド数に含めている。 

 さらに，原告ＣＤＤＢと一致する被告ＣＤＤＢ（新版）の２０テーブ

ルに存するフィールドのうち，原告ＣＤＤＢには対応するフィールドが

存在しないフィールド（「作成日時」，「更新日時」，「削除区分」及

び「備考」とあるフィールドを除く。）は，次のとおりである。 

ａ 「３都道府県マスタ」の「表示順」，「都道府県名英字」，「都道

府県名カナ」，「代表道路地点コード」，「緯度」及び「経度」 

ｂ 「４市区町村マスタ」の「表示順」，「政令市区分」及び「政令市

コード」 

ｃ 「３１ＵＲＬマスタ」の「表示順」，「公式ページ区分」，「画像

ファイル名」，「説明」及び「キーワード」 

ｄ 「３９区間料金マスタ」及び「４０通行料金マスタ」の「道路料金
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区分」 

ｅ 「２１施設マスタ」の「キーワード」，「温泉地名・地名」，「バ

リアフリー」及び「Ｅメール」 

ｆ 「２９宿泊施設マスタ」の「客室数」等に係る８フィールド，「電

話番号」に係る２フィールド，「風呂」，「温泉効能」，「サービス

・レジャー」，「部屋設備」及び「名物料理」ほか６テーブル 

ｇ 「２３観光施設マスタ」の「セールスポイント」ほか３テーブル 

ｈ 「２６観光料金マスタ」の「観光料金種別」及び「初期値連動区分」 

ｉ 「４３路線マスタ」の「駅すぱあと収録区分」及び「集約路線コー

ド」 

ｊ 「４６路線構成マスタ」の「出発駅コード」及び「到着駅コード」

（これらのフィールドは，「４７駅マスタ」の「駅コード」フィール

ドとのリレーションがとられている。） 

ｋ 「４７駅マスタ」の「交通会社コード」及び「駅名（駅すぱあと）」

（「交通会社コード」フィールドには，「４２交通会社マスタ」の「交

通会社コード」との間にリレーションがとられている。）」 

(ウ) 原判決２２０頁１２行目の「Profiter」を「Profiler」と改める。 

(エ) 原判決２２２頁１１行目の「「観光種別」」を「「観光詳細種別」」

と改め，同頁２２行目冒頭から同頁２５行目末尾までを次のとおり改め

る。 

  「これらの情報の格納については，まず，施設を「宿泊」，「観光」，

「公共」及び「食事・土産」の四つに大分類し，次に，そこから施設種

別の中分類として施設種別マスタを用意し，さらに，小分類として施設

詳細種別マスタを用意した。そして，施設別詳細種別マスタにおいて，

施設コードによって特定される各施設毎に，施設大種別，施設種別及び

施設詳細種別に関する情報を格納することにした結果，例えば，同一の
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施設が観光詳細種別における複数の種別に該当する場合には，同施設に

ついて施設別詳細種別マスタに複数のフィールドを設けて対応するこ

とができるようになった。〔乙２６〕」 

(オ) 原判決２２３頁９行目末尾に，改行の上，次のとおり加える。 

「さらに，地図上での単経路の表示が，「単経路マスタ」のデータでは

実際の道路の形状如何に関わらず地点と地点を結ぶ直線でしか表現でき

ないが，単経路の両地点間を補完するデータを格納する「１３７単経路

補完マスタ」を設けることにより，地図上の道路をなぞるように経路の

表示をすることができるようになった。」 

イ 体系的構成の共通部分についての原告ＣＤＤＢの創作性の有無等 

(ア) テーブルの対比について 

 前記アの認定事実に基づいて，原告ＣＤＤＢ（テーブル数４２）に存

在するテーブルと被告ＣＤＤＢ（新版）（テーブル数２９）に存在する

テーブルとを対比すると，次のとおりである。 

ａ 一致するテーブル（２０テーブル） 

 原告ＣＤＤＢの「０１市区町村テーブル」，「０２地区・県名テー

ブル」，「０６ＵＲＬアドレステーブル」，「０９地点名テーブル」，

「１０道路テーブル」，「１１接続テーブル」，「１２禁止乗換テー

ブル」，「１４区間料金テーブル」，「１５首都高速料金テーブル」，

「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１観光施設テーブル」，「２２

観光施設備考テーブル」，「３２駅テーブル」，「３３路線構成テー

ブル」，「３４路線テーブル」，「３６路線検索テーブル」，「３９

便テーブル」，「４０運行日定義テーブル」，「４２会社テーブル」

及び「４３交通機関種別テーブル」の２０テーブルについては，これ

と一致（実質的な一致を含む。）するテーブル（「共通するテーブル」

という場合もある。以下同じ。）が被告ＣＤＤＢ（新版）に存在する。
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両データベースで一致する各テーブルの対応関係は，原判決別紙２記

載のとおりである。 

 なお，前記のとおり，被告ＣＤＤＢ（現行版）（テーブル数２６）

における原告ＣＤＤＢと一致するテーブル数は２３であるから，被告

ＣＤＤＢ（新版）では，一致するテーブル数が，被告ＣＤＤＢ（現行

版）よりも３減少したものといえる。この減少は，原判決別紙２に示

すとおり，被告ＣＤＤＢ（新版）においては，被告ＣＤＤＢ（現行版）

が有していた「３４緯度経度マスタ」，「３２ＵＲＬ種別マスタ」及

び「３３ＵＲＬ分類マスタ」の３テーブル（原告ＣＤＤＢの対応する

テーブルは，「０５緯度経度テーブル」，「０７ＵＲＬ種別テーブル」

及び「０８ＵＲＬ分類テーブル」である。）が削除されたことによる

ものであり，原告ＣＤＤＢの上記２０テーブルと一致するテーブルが

存在する点においては，被告ＣＤＤＢ（新版）と被告ＣＤＤＢ（現行

版）とで変わりはない。 

ｂ 原告ＣＤＤＢには存在しないが，被告ＣＤＤＢ（新版）には存在す

るテーブル（９テーブル） 

 被告ＣＤＤＢ（新版）の「２５観光料金種別マスタ」，「１３０食

事土産マスタ」，「１３１施設別詳細種別マスタ」，「１３２施設種

別マスタ」，「１３３施設詳細種別マスタ」，「１３４提携施設マス

タ」，「１３５提携種別マスタ」，「１３６提携会社マスタ」及び「１

３７単経路補完マスタ」の９テーブルについては，これと一致するテ

ーブルが原告ＣＤＤＢに存在しない。 

 これらの９テーブルのうち，「２５観光料金種別マスタ」を除く８

テーブルは，被告ＣＤＤＢ（現行版）には存在しなかったが，被告Ｃ

ＤＤＢ（新版）において新たに追加されたものである。 

ｃ 原告ＣＤＤＢには存在するが，被告ＣＤＤＢ（新版）には存在しな
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いテーブル（２２テーブル） 

 原告ＣＤＤＢの「０３方面テーブル」，「０４方面設定テーブル」，

「０５緯度経度テーブル」，「０７ＵＲＬ種別テーブル」，「０８Ｕ

ＲＬ分類テーブル」，「１３有料道路番号テーブル」，「１６道路構

成地点テーブル」，「１７道路構成地点索引テーブル」，「１８市区

町村通過道路索引テーブル」，「１９県範囲定義テーブル」，「２８

協定施設テーブル」，「２９券種テーブル」，「３０協定旅館テーブ

ル」，「３１連結協定テーブル」，「３５時刻表料金テーブル」，「３

７路線検索索引テーブル」，「３８路線タイプテーブル」，「４１時

刻テーブル」，「４４地方別会社索引テーブル」，「４５検索地方範

囲定義テーブル」，「４６地方別路線索引テーブル」，「４７駅通過

線索引テーブル」の２２テーブルについては，これと一致するテーブ

ルが被告ＣＤＤＢ（新版）に存在しない。 

 これらの２２テーブルのうち，「０５緯度経度テーブル」，「０７

ＵＲＬ種別テーブル」及び「０８ＵＲＬ分類テーブル」を除く１９テ

ーブルについては，被告ＣＤＤＢ（現行版）においても存在しなかっ

たものである。 

(イ) フィールド及びリレーションの対比について 

 前記アの認定事実に基づいて，原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（新版）

について，各テーブル内のフィールド及びテーブル間のリレーションの

態様等を対比すると，次のとおりである。 

ａ 一致するテーブルにおけるフィールド 

(a) 原判決別紙３のとおり，原告ＣＤＤＢの全フィールド数は４０５，

被告ＣＤＤＢ（新版）の全フィールド数は３２６である。また，被

告ＣＤＤＢ（新版）のフィールド数のうち，原告ＣＤＤＢと一致す

る２０テーブル（前記(ア)ａ）におけるフィールド数は２９４であ
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る。 

  そして，被告ＣＤＤＢ（新版）において原告ＣＤＤＢと一致する

フィールド数は１２９（前記のとおり，原判決別紙３記載の「一致

フィールド数 １３３」から４フィールドを控除したもの）である。

これらの一致フィールド１２９は，原判決別紙３のとおり，いずれ

も原告ＣＤＤＢと一致する２０テーブル内に存在し，原告ＣＤＤＢ

に対応するフィールドと同一のフィールドである。 

  なお，被告ＣＤＤＢ（現行版）の全フィールド数は２５６，その

うち，原告ＣＤＤＢと一致する上記２３テーブルにおけるフィール

ド数は２４５であり，また，被告ＣＤＤＢ（現行版）において原告

ＣＤＤＢと一致するフィールド数は１４３である。これらの一致フ

ィールドも，原告ＣＤＤＢと一致する２３テーブル内に存在し，原

告ＣＤＤＢの対応するフィールドと同一のフィールドである。 

⒝ 一方，被告ＣＤＤＢ（新版）では，「２９宿泊施設マスタ」，「２

３観光施設マスタ」を中心に，原判決別紙１０の各テーブル内に（※

※）が記載されたフィールドに示されているとおり，相当の数の新

設フィールドが設置されている。これらの新設フィールドは，いず

れも被告ＣＤＤＢ（現行版）にはなかったものである。 

ｂ 一致するテーブルにおけるプライマリー・キー 

(a) 被告ＣＤＤＢ（新版）のうち，原告ＣＤＤＢと一致する２０テー

ブル（前記(ア)ａ）の各テーブルにプライマリー・キーとして設定

されたフィールドは，原判決別紙３のとおりであり，下記の点を除

き，いずれも上記２０テーブルに対応する原告ＣＤＤＢの各テーブ

ルにおいてプライマリー・キーとして設定されたフィールドと同一

のフィールドである。 

         記 
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① 被告ＣＤＤＢ（新版）では，「２６観光料金マスタ」の「観光

料金種別（施設料金種別）」，「３７単経路マスタ」の「地点コ

ード（始点）（地点番号 始点）」，「地点コード（終点）（地

点番号 終点）」及び「道路コード（道路番号）」，「３８禁止

経路マスタ」の「地点コード（始点）（地点番号 始点）」，「道

路コード（道路番号）」，「地点コード（中間点）（地点番号 中

間）」，「地点コード（終点）（地点番号 終点）」及び「通行

禁止道路コード（道路番号 禁止）」，「３９区間料金マスタ」

及び「４０通行料金マスタ」の各「道路料金区分（道路料金区分）」，

「４５時刻マスタ」の「路線コード（路線番号）」，「便コード

（便番号）」，「出発駅コード（出発駅番号）」，「到着駅コー

ド（到着駅番号）」の１５フィールドがプライマリー・キーに設

定されていること 

② 被告ＣＤＤＢ（新版）では，「３１ＵＲＬマスタ」の「ＵＲＬ

種別」及び「ＵＲＬコード」の２フィールドがプライマリー・キ

ーに設定されてないこと 

③ 被告ＣＤＤＢ（新版）では，「３都道府県マスタ」に「地区コ

ード」フィールドが存在しないこと 

(b) 前記(a)の被告ＣＤＤＢ（新版）における原告ＣＤＤＢと一致す

る２０テーブルの各テーブルに設定されたプライマリー・キーは，

上記(a)の②の点を除き，被告ＣＤＤＢ（現行版）のプライマリー・

キーと同一である。なお，被告ＣＤＤＢ（現行版）では，上記(a)

の②記載の２フィールドも，原告ＣＤＤＢと同様に，プライマリー

・キーに設定されている。 

ｃ 一致するテーブル間のリレーション 

(a) 原告ＣＤＤＢにおけるテーブル間のリレーションの態様は，原判
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決別紙７に示すとおりであり，被告ＣＤＤＢ（新版）におけるテー

ブル間のリレーションは，原判決別紙１０に示すとおりである。原

判決別紙７及び１０における各テーブルのフィールドに付された青

丸と青丸を結ぶ黒線（黒太線を含む。）及び黒点線は，当該フィー

ルドを用いて相互のテーブル間にリレーションがとられていること

を示している。 

 そうすると，被告ＣＤＤＢ（新版）のうち，原告ＣＤＤＢと一致

する２０テーブル間においては，被告ＣＤＤＢ（現行版）と同様に，

「４市区町村マスタ」の「代表道路地点コード」フィールド，「２

１施設マスタ」の「代表道路地点コード」フィールド，「３５地点

マスタ」の「地点コード」フィールド，「４７駅マスタ」の「代表

道路地点コード」フィールドを用いて，これらのテーブル間に，原

告ＣＤＤＢの対応するテーブル間に存在するリレーションと同一の

リレーションが存在するほか，①「３都道府県マスタ」，「４市区

町村マスタ」，「２１施設マスタ」，「３１ＵＲＬマスタ」，「３

５地点マスタ」，「３７単経路マスタ」，「３９区間料金マスタ」，

「３６道路マスタ」及び「４０通行料金マスタ」の間，②「４７駅

マスタ」，「４５時刻マスタ」，「４４便マスタ」，「４３路線マ

スタ」，「４２交通会社マスタ」及び「４１交通機関マスタ」の間，

③「４６路線構成マスタ」と「４３路線マスタ」の間においても，

原告ＣＤＤＢの対応するテーブル間に存在するリレーションと同一

のリレーションが存在することが認められる。 

(b) 他方で，被告ＣＤＤＢ（新版）のうち，原告ＣＤＤＢと一致する

２０テーブルは，被告ＣＤＤＢ（現行版）と同様に，下記の点にお

いて，原告ＣＤＤＢと異なるリレーションが存在することが認めら

れる。 
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記 

① 原告ＣＤＤＢの「０２地区・県名テーブル」の「地区コード」

フィールドからのリレーションは，被告ＣＤＤＢ（新版）では，

対応するフィールドが存在しないため，これに相当するリレーシ

ョンも存在しない。 

② 原告ＣＤＤＢの「２０ホテル・旅館テーブル」及び「２１観光

施設テーブル」へのリレーションは，被告ＣＤＤＢ（新版）では，

上位テーブルである「２１施設マスタ」へのリレーションに変化

している。 

③ 被告ＣＤＤＢ（新版）では，原告ＣＤＤＢの「１１接続テーブ

ル」及び「１２禁止乗換テーブル」を「３７単経路マスタ」及び

「３８禁止経路マスタ」としたことに伴い，これらのテーブル相

互間のリレーションが変化している。 

④ 被告ＣＤＤＢ（新版）では，「４７駅マスタ」の「駅コード」

フィールドと「３１ＵＲＬマスタ」の「ＵＲＬコード」との間に

リレーションが存在するが，原告ＣＤＤＢの対応するテーブル間

（「３２駅テーブル」と「０６ＵＲＬアドレステーブル」との間）

には，これに相当するリレーションが存在しない。 

⑤ 被告ＣＤＤＢ（新版）では，「４２交通会社マスタ」の「交通

会社コード」フィールドと「４７駅マスタ」の「交通会社コード」

フィールドとの間にリレーションが存在するが，原告ＣＤＤＢの

対応するテーブル間には，これに相当するリレーションが存在し

ない。 

ｄ その他のテーブル間のリレーション 

 前記のとおり，被告ＣＤＤＢ（新版）のうち，「２５観光料金種別

マスタ」，「１３０食事土産マスタ」，「１３１施設別詳細種別マス
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タ」，「１３２施設種別マスタ」，「１３３施設詳細種別マスタ」，

「１３４提携施設マスタ」，「１３５提携種別マスタ」，「１３６提

携会社マスタ」及び「１３７単経路補完マスタ」の９テーブルは，原

告ＣＤＤＢに存在しないテーブルであり，上記９テーブルの相互間，

上記９テーブルと原告ＣＤＤＢと一致する２０テーブル間には，原告

ＣＤＤＢと異なるリレーションが存在する。 

(ウ) 体系的構成について 

ａ 原告ＣＤＤＢでは，「０１市区町村テーブル」，「３２駅テーブル」，

「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１観光施設テーブル」，「０９

地点名テーブル」，「１１接続テーブル」及び「１０道路テーブル」

により，代表道路地点の情報を用いて，出発地，経由地，目的地に面

した道路に関するデータの検索を可能にする構成(体系的構成①)，

「０９地点名テーブル」，「１０道路テーブル」，「１１接続テーブ

ル」，「１２禁止乗換テーブル」，「１４区間料金テーブル」及び「１

５首都高速料金テーブル」により，代表道路地点の情報を用いて，道

路を利用した移動に関する経路探索・料金の算出に必要なデータの検

索を可能にする構成（体系的構成②）が構築されている。 

 原告ＣＤＤＢの体系的構成①及び②に係る上記各テーブルは，いず

れも被告ＣＤＤＢ（新版）における原告ＣＤＤＢと共通する２０テー

ブルに含まれている。 

 加えて，被告ＣＤＤＢ（新版）における原告ＣＤＤＢと共通する２

０テーブル内に存在する，原告ＣＤＤＢの対応するフィールドと同一

のフィールドの内容，上記各テーブルにおけるプライマリー・キーの

設定状況及びテーブル間のリレーションの態様（前記(ア)及び(イ)）

に鑑みると，被告ＣＤＤＢ（新版）においては，被告ＣＤＤＢ（現行

版）と同様に，原告ＣＤＤＢの体系的構成①及び②に係る検索をする
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ことができ，体系的構成①及び②が存在するものと認められる。 

ｂ 次に，原告ＣＤＤＢでは，「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１

観光施設テーブル」，「２２観光施設備考テーブル」，「０５緯度経

度テーブル」，「０６ＵＲＬアドレステーブル」，「０７ＵＲＬ種別

テーブル」及び「０８ＵＲＬ分類テーブル」により，ホテル・旅館，

観光施設に関する情報を検索することを可能にする構成（体系的構成

③）を有しているところ，これらのテーブルのうち被告ＣＤＤＢ（新

版）と共通するテーブルは，「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１

観光施設テーブル」，「２２観光施設備考テーブル」及び「０６ＵＲ

Ｌアドレステーブル」であり，「０５緯度経度テーブル」，「０７Ｕ

ＲＬ種別テーブル」及び「０８ＵＲＬ分類テーブル」の３テーブルに

ついては一致するテーブルが被告ＣＤＤＢ（新版）には存在しない。 

 しかしながら，「０５緯度経度テーブル」が保有していた緯度経度

情報は，「２０ホテル・旅館テーブル」及び「２１観光施設テーブル」

にも保有されており，また，「０７ＵＲＬ種別テーブル」及び「０８

ＵＲＬ分類テーブル」については，いずれもＵＲＬアドレスの検索効

率を高めるためのテーブルと認められるから，これらの３テーブルは，

体系的構成③に係る検索を行うために不可欠なテーブルであるとはい

えない。したがって，被告ＣＤＤＢ（新版）において，上記３テーブ

ルが存在しないとしても，体系的構成③に係る検索が可能であるもの

と認められる。 

ｃ さらに，原告ＣＤＤＢの「０１市区町村テーブル」，「０２地区・

県名テーブル」は，道路と地図を関連付ける情報として，地図から検

索をするときに用いられるものであり，これら２テーブルと「０９地

点名テーブル」，「２０ホテル・旅館テーブル」，「２１観光施設テ

ーブル」，「３２駅テーブル」によって，道路と地図を関連付けて行
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う地図からの検索，及び，道路地点，ホテル・旅館，観光施設，駅に

ついて市区町村，地区・県名からの検索を可能としている（体系的構

成⑤）。 

  原告ＣＤＤＢの体系的構成⑤に係る上記各テーブルは，いずれも被

告ＣＤＤＢ（新版）における原告ＣＤＤＢと共通する２０テーブルに

含まれている。 

  これに加え，原告ＣＤＤＢの体系的構成⑤に係る上記各テーブルと

共通する被告ＣＤＤＢ（新版）のテーブル内に存在する，原告ＣＤＤ

Ｂの上記各テーブル内に存在するフィールドと同一のフィールドの内

容，上記各テーブルにおけるプライマリー・キーの設定状況及びテー

ブル間のリレーションの態様（前記(ア)及び(イ)）に鑑みると，被告

ＣＤＤＢ（新版）においては，被告ＣＤＤＢ（現行版）と同様に，原

告ＣＤＤＢの体系的構成⑤に係る検索をすることができ，体系的構成

⑤が存在するものと認められる。 

ｄ 一方，原告ＣＤＤＢでは，「３２駅テーブル」，「３３路線構成テ

ーブル」，「３４路線テーブル」，「３６路線検索テーブル」，「３

９便テーブル」，「４０運行日定義テーブル」，「４２会社テーブル」

及び「４３交通機関種別テーブル」により，公共交通機関を利用した

経路探索に必要なデータの検索を可能にしているが（体系的構成④），

それらに対応する被告ＣＤＤＢ（新版）の「４３路線マスタ」，「４

７駅マスタ」には「駅すぱあと」との連動のためのフィールドが設け

られ，また，「４６路線構成マスタ」に「出発駅コード」，「到着駅

コード」の各フィールドが設けられたことに伴い，「４７駅マスタ」

とのリレーションが変化している。 

(エ) 考察 

 以上によれば，被告ＣＤＤＢ（新版）のうち，原告ＣＤＤＢと一致す
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る２０のテーブル，フィールド及びテーブル間のリレーションにおいて

は，被告ＣＤＤＢ（現行版）と同様に，原告ＣＤＤＢの体系的構成①な

いし③及び⑤に係る体系的構成が依然として維持されていると認められ

る。 

 そして，かかる体系的構成は，原告ＣＤＤＢの制作者において，それ

までのデータベースにはなかった設計思想に基づき構成した原告ＣＤＤ

Ｂの創作活動の成果であり，依然としてその部分のみでデータベースと

して機能し得る膨大な規模の情報分類体系であると認められ，データベ

ース制作者の個性が表現されたものということができる。 

 したがって，上記のとおり被告ＣＤＤＢ（新版）と共通する原告ＣＤ

ＤＢの部分については，データベースの体系的構成としての創作性を有

するものと認められる。 

 他方で，被告ＣＤＤＢ（新版）では，前記(ウ)ｄのとおり，体系的構

成④の点に変化が生じているほか，前記(ア)ｂ，(イ)ａ⒝及びｄのとお

り，新たに追加された「１３０食事土産マスタ」，「１３１施設別詳細

種別マスタ」，「１３２施設種別マスタ」，「１３３施設詳細種別マス

タ」，「１３４提携施設マスタ」，「１３５提携種別マスタ」，「１３

６提携会社マスタ」及び「１３７単経路補完マスタ」の各テーブルが存

在することやこれに伴うフィールドやリレーションの追加，原告ＣＤＤ

Ｂと共通性があるテーブル内に新たに設置されたフィールド及びこれに

伴うリレーションの変化等が存在すること，これらのテーブルに含まれ

るフィールドの内容や機能等に照らすと，被告ＣＤＤＢ（新版）におい

ては，新たな検索等のための体系的構成が生じていることが認められる。 

 しかしながら，被告ＣＤＤＢ（新版）における体系的構成④に係る上

記の変化は，それ以外の体系的構成①ないし③及び⑤の同一性を失わせ

るものではない。また，上記のとおり被告ＣＤＤＢ（新版）に新たに付
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け加えられたテーブル並びにこれに関連するフィールド及びリレーショ

ンは，地図上での単経路の表示を実際の道路の形状に即したものとする

「１３７単経路補完マスタ」，食事処や土産施設の情報を「２３観光施

設マスタ」から移行させた「１３０食事土産マスタ」，全ての施設につ

いて種別による横断的な検索を可能とする「１３１施設別詳細種別マス

タ」，「１３２施設種別マスタ」及び「１３３施設詳細種別マスタ」，

提携施設に関する情報を新たに格納した「１３４提携施設マスタ」，「１

３５提携種別マスタ」及び「１３６提携会社マスタ」というものであり，

あくまでも体系的構成①ないし③及び⑤の存在を前提に，検索の利便性

をさらに向上させるものと位置付けられるものであるから，それによっ

て体系的構成①ないし③及び⑤の同一性が失われたということはできな

い。これ以外に被告ＣＤＤＢ（新版）に新たに付け加えられたフィール

ドやリレーションについても，これと同様である。 

 そうすると，被告ＣＤＤＢ（新版）においては，原告ＣＤＤＢの体系

的構成①ないし③及び⑤の本質的な特徴が認識可能であるものと認めら

れる。 

 したがって，被告ＣＤＤＢ（新版）に新たに付け加えられたテーブル，

フィールド及びリレーションの存在によって生じた体系的構成の部分が

創作性を有するとしても，被告ＣＤＤＢ（新版）においては，原告ＣＤ

ＤＢの体系的構成①ないし③及び⑤の本質的な特徴が認識可能であり，

その本質的な特徴を直接感得することができるものというべきである。 

(オ) １審被告らの主張について 

ａ １審被告らは，被告ＣＤＤＢ（新版）の「４６路線構成マスタ」，

「４３路線マスタ」，「４５時刻マスタ」，「４４便マスタ」，「２

９宿泊施設マスタ」，「２１施設マスタ」，「２３観光施設マスタ」，

「２６観光料金マスタ」，「３都道府県マスタ」，「３７単経路マス
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タ」，「３８禁止経路マスタ」，「３９区間料金マスタ」及び「４６

通行料金マスタ」の１３テーブルは，原告ＣＤＤＢの各テーブルと実

質的に異なっている旨主張する。 

 しかしながら，これらのテーブルが，原告ＣＤＤＢの対応する各テ

ーブルと実質的に一致するテーブルであると認められることは，これ

まで説示してきたとおりであり，１審被告らの上記主張は採用するこ

とができない。 

ｂ １審被告らは，被告ＣＤＤＢ（新版）について，①被告ＣＤＤＢ（当

初版・２００６年版）において，施設関連テーブルの上位テーブルと

しての「２１施設マスタ」や，様々な料金体系に対応可能な「２５観

光料金種別マスタ」を新設し，テーブル及びフィールドの簡素化のた

めに駅すぱあととの連動を可能としたこと，②被告ＣＤＤＢ（現行版）

において，「２１施設マスタ」に「キーワード」フィールドを設けて

キーワード検索を可能とし，「３７単経路マスタ」や「３８禁止経路

マスタ」の構成について新たな体系的構成を導入したこと，これらを

踏まえ，③被告ＣＤＤＢ（新版）において，さらに「１３０食事土産

マスタ」，「１３２施設種別マスタ」，「１３３施設詳細種別マスタ」，

「１３１施設別詳細種別マスタ」，「１３４提携施設マスタ」，「１

３６提携種別マスタ」，「１３６提携会社マスタ」及び「１３７単経

路補完マスタ」を新設したことにより，もはや原告ＣＤＤＢとは，体

系的な構成を大きく異にするに至った旨主張する。 

 しかしながら，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）及び被告Ｃ

ＤＤＢ（現行版）において行われたテーブルやフィールドの新設等が，

当該部分に相当する原告ＣＤＤＢのテーブルとの共通性を失わせるも

のであったとか，新たな創作的表現を加えたものであったということ

ができないことは，これまで説示してきたとおりである。そして，被
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告ＣＤＤＢ（新版）においてさらに行われた上記改変については，新

たな創作的表現を加えたものと評価することができるとしても，これ

によって原告ＣＤＤＢとの共通部分に係る体系的構成①ないし③及び

⑤の同一性が失われたとまでいうことはできないことも，前記(エ)の

とおりである。 

 したがって，1審被告らの上記主張は，採用することができない。 

ｃ １審被告らは，原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（新版）との共通部分

に係るテーブル及びフィールドは，旅行業者向けデータベースとして

当然に必要不可欠なテーブル及びフィールドであり，このような創作

性の余地のないテーブル及びフィールドの一致をもって同一の体系

的構成と判断することはできない旨主張する。 

 しかしながら，原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（新版）との共通部分

に係る体系的構成①ないし③及び⑤については，旅行業者向けデータ

ベースにおいて必要な構成であるということはできるものの，これを

具体的に構成するに当たってどのような組合せのテーブルを設け，そ

れぞれのテーブルにどのようなフィールドを設けるのか，どのフィー

ルドにプライマリー・キーを定め，どのフィールドを用いてテーブル

間にリレーションをとるのかなどに関しては，選択の幅があり，制作

者の個性が表れるものであるから，少なくとも制作者の如何を問わず，

原告ＣＤＤＢと全くあるいはほとんど同一の体系的構成になるとまで

いうことはできない。したがって，個々のテーブルがそれ自体として

は必要なテーブルであり，各テーブル内の個々のフィールドがそれ自

体としては旅行業者向けデータベースとして必要不可欠な情報の項目

を含むからといって，共通部分に係るテーブル，フィールド及びリレ

ーションが全体として創作性を欠くということはできない。 

 よって，１審被告らの上記主張は，採用することができない。 
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ｄ １審被告らは，原告ＣＤＤＢの創作的表現の本質的特徴は，その４

２個のテーブル及び４０５個のフィールド全体に包含されており，被

告ＣＤＤＢにおいてその一部のみが一致していることをもって，原告

ＣＤＤＢ全体の本質的な特徴の同一性が維持されているとはいえな

い旨主張する。 

 しかしながら，リレーショナルデータベースにおいては，データベ

ースの一部分を分割して利用することが可能である。そして，被告Ｃ

ＤＤＢ（新版）との共通部分に係る原告ＣＤＤＢの体系的構成①ない

し③及び⑤は一定のまとまりを有するものとして認識可能であり，こ

れに係る創作的表現は，データベースの体系的構成として保護される

べきであるし，その共通部分が被告ＣＤＤＢ（新版）全体において占

める割合の大小は，原告ＣＤＤＢの共通部分の上記体系的構成の本質

的な特徴の同一性が維持されているか否かを直接左右するものではな

い。 

 したがって，１審被告らの上記主張は，採用することができない。 

ｅ １審被告らは，原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（新版）を全体として

比較した場合には，共通しないテーブル，フィールド項目が相当数を

占め，また，それら相互間のリレーションの仕方にも大きな相違があ

り，体系的な構成として創作性を有する共通部分はその一部にすぎず，

相当部分が異なっているから，被告ＣＤＤＢ（新版）は，体系的構成

において共通する部分につき，原告ＣＤＤＢの表現の本質的特徴を直

接感得することはできないと主張する。 

 しかしながら，前記ｄのとおり，新たに付け加えられたテーブル，

フィールド及びリレーションの存在により，被告ＣＤＤＢ（新版）の

うち原告ＣＤＤＢとの共通部分に係る体系的構成①ないし③及び⑤の

本質的な特徴の同一性が失われたということはできず，これに上記の
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とおりの新たな創作的な表現が付け加えられたとしても，上記体系的

構成の本質的な特徴を直接感得することができることは前記(エ)のと

おりである。 

 したがって，１審被告らの上記主張は，採用することができない。 

ウ 被告ＣＤＤＢ（新版）と原告ＣＤＤＢとの情報の選択の共通性 

 次のとおり訂正するほか，原判決「事実及び理由」第４の２(5)ウ（原判

決２２７頁２０行目ないし同２３５頁７行目）記載のとおりであるから，

これを引用する。 

(ア) 原判決２２７頁２１行目の「前記のとおり，」の次に「原告ＣＤＤ

Ｂのマスターテーブルと一致する被告ＣＤＤＢ（新版）の２０テーブル

について，」を加え，同行目の「「登録日時」」を「「作成日時」」と，

同頁２３行目の「１４６個」を「１２９個」とそれぞれ改める。 

(イ) 原判決２２８頁１８行目の「「施設種別」，」の次に「「施設詳細

種別」，」を加え，同頁２０行目の「７個」を「８個」と改める。 

(ウ) 原判決２２８頁２３行目の「フィールドは，」の次に「「施設コー

ド」，」を，同行目の「「施設大種別」，」の次に「「施設詳細種別」，」

をそれぞれ加え，同頁２４行目の「５個」を「７個」と改める。 

(エ) 原判決２３１頁１２行目から１３行目までの「「３５地点マスタ」」

の次に「（レコード数：２万３２１３件）」を加える。 

(オ) 原判決２３１頁２５行目の「８．１％」を「５．６％」と，「１０

３３件」を「７１３件」とそれぞれ改め，同頁２６行目の「３９，」及

び同２３２頁１行目冒頭から同頁４行目末尾までをそれぞれ削る。 

(カ) 原判決２３３頁１２行目の「以下は」を削り，同頁１３行目から１

４行目までの「同様の事例が存在を示すものである。」を「被告ＣＤＤ

Ｂ（現行版）と同様の誤りの事例が存在する。」と改める。 

エ 情報の選択における共通部分についての原告ＣＤＤＢの創作性の有無等 
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  前記のとおり，被告ＣＤＤＢ（新版）の「３５地点マスタ」には，２万

３２１３件のレコードが存在するところ，そのうち１万１８７２件につい

ては，原告ＣＤＤＢの「０９地点名テーブル」のレコードと道路地点にお

いて一致すると認められる。 

  そうすると，少なくとも，原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（新版）との共

通部分である代表道路地点等の選別・選択については，原告ＣＤＤＢの制

作者の創作活動の成果が表れており，その個性が表れているというべきで

ある。 

  したがって，被告ＣＤＤＢ（新版）と共通する上記原告ＣＤＤＢの部分

については，データベースの情報の選択としての創作性を有するものと認

めるのが相当である。なお，旅行業者向けのデータベースにおいては，道

路地点についての情報の選択に当たって特定の道路地点を選ぶことに制

作者の創作性の発揮があるというべきであり，その緯度経度に関する情報

はこれに依存しており，これを離れて独自の創作性があるということはで

きないから，たとえ緯度経度が一致しないレコードが大部分を占めている

としても，道路地点が一致する以上は，その限度で存する共通部分に原告

ＣＤＤＢの制作者の創作活動の成果が表れていると評価すべきであるこ

とは，被告ＣＤＤＢ（現行版）について説示したところと同様である。 

  そして，被告ＣＤＤＢ（新版）の「３５地点マスタ」に存在するレコー

ドのうち半分を超えるレコードが，原告ＣＤＤＢの「０９地点名テーブル」

に存在するレコードと道路地点において一致するのであるから，これら被

告ＣＤＤＢ（新版）が原告ＣＤＤＢと共通性を有する部分は，原告ＣＤＤ

Ｂの共通部分の情報の選択における本質的な特徴を直接感得することが

できるものというべきである。 

  他方，上記共通部分を除く被告ＣＤＤＢ（新版）のデータベースとして

の情報の選択については，１審被告らによる新たな創作的表現が付け加わ
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っているものと容易に認めることができるから，被告ＣＤＤＢ（新版）は，

データベースの情報の選択において，原告ＣＤＤＢの翻案物に当たると認

めるのが相当である。 

オ １審被告らの主張について 

(ア) １審被告らは，原告ＣＤＤＢにおける代表道路地点の選択には創作

性がない旨主張するが，かかる主張に理由がないことは，被告ＣＤＤＢ

（当初版・２００６年版）に関して既に説示したとおりである。 

(イ) １審被告らは，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）の全提供レ

コード数に占める道路地点情報のレコード数の割合はごく一部にすぎ

ず，このようなごく一部の情報の一致をことさらに重視して，原告ＣＤ

ＤＢの創作的表現の本質的な特徴を直接感得できる同一性が維持され

ているとはいえないと主張しており，被告ＣＤＤＢ（新版）についても，

同旨の主張をするものと解される。 

 この点，被告ＣＤＤＢ（新版）の「３５地点マスタ」が有するレコー

ドの半分強は，原告ＣＤＤＢの「０９地点名テーブル」のレコードと共

通するということができるのは前記のとおりである。 

 このような，被告ＣＤＤＢ（新版）の上記テーブルに占める原告ＣＤ

ＤＢとの共通部分の割合の高さに照らすと，その共通部分に係る情報の

選択について，原告ＣＤＤＢの創作的表現の本質的な特徴を依然として

直接感得することができるというべきである。そして，共通部分に係る

代表道路地点の情報について，データベースとしてのまとまりを肯定す

ることができる以上，これが被告ＣＤＤＢ（新版）の全体に占める割合

の大小は，原告ＣＤＤＢの情報の選択における本質的な特徴の同一性が

維持されているか否かを直接左右するものではない。 

(ウ) １審被告らは，原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢ（新版）の全体を比較

した場合には，その保有する情報量に大きな差があり，情報の選択とし
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て創作性を有する共通部分はその一部にすぎず，相当部分が異なってい

るから，被告ＣＤＤＢ（新版）は，情報の選択において，共通部分につ

き原告ＣＤＤＢの表現の本質的な特徴を直接感得することはできない

旨主張する。 

 しかしながら，被告ＣＤＤＢ（新版）の上記テーブルに着目した場合

には，共通部分に係る情報の選択について，原告ＣＤＤＢの創作的表現

の本質的な特徴を依然として直接感得することができるのは前記のとお

りである。 

 したがって，１審被告らの上記主張は，採用することができない。 

カ 依拠性について 

 被告ＣＤＤＢ（新版）が，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）に改

変等を重ねる形で制作されたと認められること，誤記等を含む具体的な情

報の同一性等が依然として認められることに照らし，被告ＣＤＤＢ（新版）

が，原告ＣＤＤＢに依拠して作成されたことは明らかである。 

キ 被告ＣＤＤＢ（新版）についての結論 

 以上の検討によれば，被告ＣＤＤＢ（新版）は，原告ＣＤＤＢに依拠し

て制作されたものであって，原告ＣＤＤＢの共通部分の体系的構成及び情

報の選択の本質的な特徴を認識可能であり，その本質的な特徴を直接感得

することができるものといえるから，原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物な

いし翻案物であると認めるのが相当である。 

３ 争点(2)（１審被告らによる著作権侵害の共同不法行為の成否）について 

(1) １審被告らによる著作権侵害の有無について 

ア 前記２認定のとおり，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）及び被告

ＣＤＤＢ（現行版）は，原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物であり，被告Ｃ

ＤＤＢ（新版）は，原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物ないし翻案物である

ことが認められる。 
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 そして，証拠（甲５１）及び弁論の全趣旨によれば，１審被告アゼスタ

は，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版），被告ＣＤＤＢ（現行版）及

び被告ＣＤＤＢ（新版）をＣＤ等に複製の上，これらの複製物のいずれか

を含む被告システムを販売するとともに，被告ＣＤＤＢを含む被告システ

ムについて，インターネットによるオンラインアップデート等の提供をし

たり，リース等も行っていたことが認められる。 

 これらの１審被告アゼスタの行為は，原告ＣＤＤＢについて１審原告が

有する著作権（複製権，翻案権，譲渡権，貸与権，公衆送信権）の侵害行

為に当たるものと認められる。 

イ 次に，前記１の認定事実によれば，①１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及び

１審被告Ｙ４は，翼システム及び旧原告会社において，原告ＣＤＤＢを含

む原告システムの販売等の営業を担当し，１審被告Ｙ５は，上記両社にお

いて，システム開発技術者として原告ＣＤＤＢを含む原告システム等の開

発に関与していたところ，上記１審被告４名は，旧原告会社の在職中に，

旧原告会社を退社して，新会社（１審被告アゼスタ）を設立し，旅行業シ

ステムの制作，販売等の事業を行うことを計画したこと，②１審被告Ｙ２

及び１審被告Ｙ３と高校時代の同級生で，知人であった１審被告Ｙ１は，

上記事業に参画することとし，１審被告アゼスタの設立当初（平成１７年

１０月１８日設立）から代表者を務め，被告ＣＤＤＢを含む被告システム

の開発に当初から関与するとともに，その販売に当たっては，旧原告会社

の顧客に対し，原告システムのデータの移行が可能な被告システムへ原告

システムからのリプレースを勧める文書を送付するなどの販売促進活動を

行ったこと，③１審被告Ｙ５は，平成１８年６月に旧原告会社を退社して

１審被告アゼスタに入社した後，平成２０年６月に退社するまでの間，被

告ＣＤＤＢを含む被告システムの開発に関与し，最初に開発した被告ＣＤ

ＤＢ（当初版・２００６年版）の制作に当たっては，原告ＣＤＤＢのＣＤ
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等からデータをコピーして利用したこと，④１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３

及び１審被告Ｙ４は，いずれも，旧原告会社を退社した後，１審被告アゼ

スタの設立当初から１審被告アゼスタにおいて営業を担当し，被告ＣＤＤ

Ｂを含む被告システムの販売に関与し，その主な販売活動は，旧原告会社

の顧客に対し，原告システムから被告システムへのリプレースを勧めるも

のであったこと，⑤１審被告Ｙ６は，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及び１

審被告Ｙ４と同様に，翼システム及び旧原告会社において，原告ＣＤＤＢ

を含む原告システムの販売等の営業を担当していたが，平成１８年１０月

に旧原告会社を退職して，１審被告アゼスタに入社した以降，１審被告ア

ゼスタにおいて営業を担当し，被告ＣＤＤＢを含む被告システムの販売に

関与し，その主な販売活動は，旧原告会社の顧客に対し，原告システムか

ら被告システムへのリプレースを勧めるものであったことが認められる。 

ウ 前記ア及びイの認定事実を総合すると，個人の１審被告らは，いずれも，

１審被告アゼスタによる１審原告が有する前記アの著作権の侵害行為に関

与したものであり，１審被告アゼスタ及び個人の１審被告らは，共同して

上記著作権の侵害行為を行ったものと認められる。 

(2) 共同不法行為の成否について 

ア １審被告アゼスタの故意又は過失の有無について 

 前記１及び２によれば，１審被告アゼスタには，原告ＣＤＤＢの共通部

分に係る著作権の侵害行為（前記(1)ウ）について少なくとも過失があった

ものと認められる。 

イ １審被告Ｙ５の故意又は過失の有無について 

 前記１の認定事実によれば，１審被告Ｙ５は，翼システムにおいて原告

システムの開発プロジェクトのリーダーを務め，その後も翼システム及び

旧原告会社において原告システムの開発に携わり，原告システムの開発に

当初から中心的に関与してきたものであり，原告ＣＤＤＢの体系的構成や
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格納されている情報の種類等について熟知していたことが認められる。 

 加えて，１審被告Ｙ５は，１審被告アゼスタにおいて，１被告ＣＤＤＢ

を含む被告システムの開発に関与し，最初に開発した被告ＣＤＤＢ（当初

版・２００６年版）の制作に当たっては，原告ＣＤＤＢのＣＤ等からデー

タをコピーして利用したこと（前記(1)イ），被告ＣＤＤＢ（当初版・２０

０６年版）及び被告ＣＤＤＢ（現行版）は，原告ＣＤＤＢの共通部分の複

製物であり，被告ＣＤＤＢ（新版）は，原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物

ないし翻案物であるところ（前記(1)ア），特に当初版・２００６年版につ

いては，その体系的構成の点で原告ＣＤＤＢと一致する程度が高く，情報

の選択に関しても，原告ＣＤＤＢに依拠したと認められる点が随所にみら

れること（前記２(2)ア及びカ）を勘案すると，１審被告Ｙ５は，被告ＣＤ

ＤＢ（当初版・２００６年版）の制作が原告ＣＤＤＢの共通部分の複製に

当たることを認識していたか，少なくとも認識することができたものと認

められる。 

 また，前記２(3)及び(4)の認定事実によれば，被告ＣＤＤＢ（現行版）

は当初版・２００６年版から，被告ＣＤＤＢ（新版）は現行版からそれぞ

れバージョンアップされたものであって，被告ＣＤＤＢ（現行版）及び被

告ＣＤＤＢ（新版）のいずれにおいても，原告ＣＤＤＢの共通部分の体系

的構成及び情報の選択の本質的な特徴を認識可能であり，その本質的な特

徴を直接感得することができるものであるから，被告Ｙ５は，被告ＣＤＤ

Ｂ（現行版）の制作が原告ＣＤＤＢの共通部分の複製に，被告ＣＤＤＢ（新

版）の制作が原告ＣＤＤＢの共通部分の複製ないし翻案にそれぞれ当たる

ことを認識することができたものと認められる。 

 また，前記イのとおり，被告ＣＤＤＢ（現行版）及び被告ＣＤＤＢ（新

版）のいずれにおいても，原告ＣＤＤＢの共通部分の本質的な特徴を認識

可能であることなどを勘案すると，１審被告Ｙ１は，被告ＣＤＤＢ（現行
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版）が原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物に当たること，被告ＣＤＤＢ（新

版）が原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物ないし翻案物であることを認識す

ることができたものと認められる。 

 したがって，１審被告Ｙ５には，原告ＣＤＤＢの共通部分に係る著作権

の侵害行為（前記(1)ウ）について少なくとも過失があったものと認められ

る。 

ウ １審被告Ｙ１の故意又は過失の有無について 

 ①１審被告Ｙ１は，１審被告アゼスタの設立当初（平成１７年１０月１

８日設立）から代表者を務め，被告ＣＤＤＢを含む被告システムの開発に

当初から関与するとともに，その販売に当たっては，旧原告会社の顧客に

対し，原告システムのデータの移行が可能な被告システムへ原告システム

からのリプレースを勧める文書を送付するなどの販売促進活動を行ったこ

と（前記(1)イ），②１審被告Ｙ５は，原審の本人尋問において，被告ＣＤ

ＤＢ（当初版・２００６年版）の制作に当たり，原告ＣＤＤＢのＣＤ等か

らデータをコピーして利用することは１審被告Ｙ１と相談して決めた旨供

述していること，③被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）については，

その体系的構成の点で原告ＣＤＤＢと一致する程度が高く，情報の選択に

関しても，原告ＣＤＤＢに依拠したと認められる点が随所にみられること

（前記イ）などを勘案すると，１審被告Ｙ１は，被告ＣＤＤＢ（当初版・

２００６年版）の制作が原告ＣＤＤＢの共通部分の複製に当たることを認

識することができたものと認められる。 

 したがって，１審被告Ｙ１には，原告ＣＤＤＢの共通部分に係る著作権

の侵害行為（前記(1)ウ）について少なくとも過失があったものと認められ

る。 

エ １審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６について 

 前記(1)ア認定のとおり，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及
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び１審被告Ｙ６は，いずれも翼システム及び旧原告会社において，原告Ｃ

ＤＤＢを含む原告システムの販売等の営業を担当していたことからすると，

原告システムを構成する原告ＣＤＤＢの内容について相応の知識を有して

いたものと認められる。 

 加えて，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６

は，旧原告会社を退社した後，いずれも１審被告アゼスタにおいて営業を

担当し，被告ＣＤＤＢを含む被告システムの販売に関与し，その主な販売

活動は，旧原告会社の顧客に対し，原告システムから被告システムへのリ

プレースを勧めるものであったこと（前記(1)イ），被告ＣＤＤＢ（当初版

・２００６年版）については，その体系的構成の点で原告ＣＤＤＢと一致

する程度が高く，情報の選択に関しても，原告ＣＤＤＢに依拠したと認め

られる点が随所にみられること（前記イ）などを勘案すると，１審被告Ｙ

２，１審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６は，被告ＣＤＤＢ（当

初版・２００６年版）及び被告ＣＤＤＢ（現行版）が原告ＣＤＤＢの共通

部分の複製物であること，被告ＣＤＤＢ（新版）が原告ＣＤＤＢの共通部

分の複製物ないし翻案物であることを認識することができたものと認めら

れる。 

 したがって，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及び１審被告

Ｙ６には，原告ＣＤＤＢの共通部分に係る著作権の侵害行為（前記(1)ウ）

について少なくとも過失があったものと認められる。 

オ １審被告らの主張について 

 １審被告らは，①１審被告Ｙ５及び１審被告Ｙ１は，被告ＣＤＤＢの開

発に際し，原告ＣＤＤＢのデータの利用について著作権侵害とならないよ

うに慎重な配慮を尽くしているから，過失はない，②１審被告Ｙ２，１審

被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６は，いずれも営業担当者であり，

データベースの設計や構造を含む開発に関する知識を有していないし，被
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告システムの開発に関与していないから，いずれも原告ＣＤＤＢの著作権

の侵害行為について過失はないなどと主張する。 

 しかしながら，上記①の点については，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００

６年版）については，その体系的構成の点で原告ＣＤＤＢと一致する程度

が高く，情報の選択に関しても，原告ＣＤＤＢに依拠したと認められる点

が随所にみられること（前記イ）に照らすと，１審被告Ｙ５が原告ＣＤＤ

Ｂのデータの利用について慎重な配慮を行ったものということができない

し，このことは，１審被告Ｙ１についても同様である。 

 また，上記②の点については，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３，１審被告

Ｙ４及び１審被告Ｙ６において，被告ＣＤＤＢの設計及び構造について正

確な知見がなかったとしても，前記エ認定の諸事情に照らすと，被告ＣＤ

ＤＢ（当初版・２００６年版）及び被告ＣＤＤＢ（現行版）が原告ＣＤＤ

Ｂの共通部分の複製物であること，被告ＣＤＤＢ（新版）が原告ＣＤＤＢ

の共通部分の複製物ないし翻案物であることを認識することができたこと

を否定することはできない。 

 したがって，１審被告らの上記主張は採用することができない。 

カ 小括 

 以上によれば，１審被告らが共同して原告ＣＤＤＢ（被告ＣＤＤＢとの

共通部分）について１審原告が有する著作権の侵害行為を行い（前記(1)

ウ），被告らには，少なくとも過失があったものと認められるから，１審

被告らにおいては上記著作権の侵害行為について共同不法行為が成立する

というべきである。 

(3) 差止請求等について 

ア １審被告アゼスタに対する請求 

(ア) 原判決は，１審原告の請求のうち，差止請求及び廃棄等請求に関す

る部分について，１審被告アゼスタに対し，被告ＣＤＤＢ（当初版・２
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００６年版）及び被告ＣＤＤＢ（現行版）の複製，頒布又は公衆送信（送

信可能化を含む。）の差止め及びこれらを格納したＣＤ－ＲＯＭ等の記

憶媒体の廃棄等（原判決主文第１項及び第２項）を求める限度で認容し

たものであるが，上記認容部分については，１審被告アゼスタの控訴が

ないため，不利益変更禁止の原則により，当審の審判の対象ではない。 

 次に，被告ＣＤＤＢ（新版）については，前記(1)アの認定事実によれ

ば，１審被告アゼスタが，原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物ないし翻案

物である被告ＣＤＤＢ（新版）をＣＤ等に複製の上，その複製物を含む

被告システムを販売するとともに，被告ＣＤＤＢを含む被告システムに

ついて，インターネットによるオンラインアップデート等の提供をした

り，リース等を行うことは，原告ＣＤＤＢについて１審原告が有する著

作権（複製権，譲渡権，貸与権，公衆送信権）の侵害行為に当たるもの

と認められるから，被告アゼスタによる被告ＣＤＤＢ（新版）の複製，

頒布又は公衆送信（送信可能化を含む。）の差止め及びこれを格納した

ＣＤ－ＲＯＭ等の記憶媒体の廃棄等の必要性があるものと認められる。 

(イ) １審原告は，原告ＣＤＤＢに係る翻案権に基づき，１審被告アゼス

タに対し，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版），被告ＣＤＤＢ（現

行版）及び被告ＣＤＤＢ（新版）の翻案の差止めを請求している。 

 そこで検討するに，著作物の翻案（著作権法２７条）とは，既存の著

作物に依拠し，かつ，その表現上の本質的な特徴の同一性を維持しつつ，

具体的表現に修正，増減，変更等を加えて，新たに思想又は感情を創作

的に表現することにより，これに接する者が既存の著作物の表現上の本

質的な特徴を直接感得することのできる別の著作物を創作する行為をい

うものであり，このような翻案行為の態様は，複製行為と比べると，広

範かつ多様なものがあり得ると解されるところ，１審原告の請求は，差

止めの対象となる被告ＣＤＤＢの翻案行為を具体的な態様のものに特定
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するものではないから，「翻案」に当たる全ての態様の行為を差止めの

対象とするものといえる。 

 しかるところ，１審被告アゼスタについて，このように行為態様が無

限定な内容の翻案行為について差止めの必要性があるものと認めること

はできないから，１審原告の翻案の差止請求は理由がない。 

イ 個人の１審被告らに対する請求 

 前記(1)イの認定事実によれば，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ５，１審被告

Ｙ２，１審被告Ｙ３，１審被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６は，１審被告アゼス

タに在籍し，その業務として，被告ＣＤＤＢの複製又は被告ＣＤＤＢを含

む被告システムの販売を行ったことが認められる。 

 他方で，これら個人の１審被告らのそれぞれが，個人の事業主体又は１

審被告アゼスタと共同の事業主体として，上記複製，販売を行ったことを

認めるに足りる証拠はない。 

 加えて，被告ＣＤＤＢにおいては，当初版から新版まで順次バージョン

アップが積み重ねられ，そのバージョンアップの過程において，データが

順次更新されていることを勘案すると，当審の本件口頭弁論終結時点にお

いて，個人の１審被告らについて，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版），

被告ＣＤＤＢ（現行版）及び被告ＣＤＤＢ（新版）のいずれについても複

製，頒布等の差止めの必要性があるものと認めることはできない。 

 なお，１審被告Ｙ５については，１審被告Ｙ５は平成２０年６月に１審

被告アゼスタを退社しており，その後，被告ＣＤＤＢの複製，販売等に関

与していることを認めるに足りる証拠はないから，この点においても，差

止めの必要性があるものと認めることはできない。 

ウ 小括 

 以上によれば，１審原告の請求のうち，差止請求及び廃棄等請求に関す

る部分は，１審被告アゼスタに対し，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年
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版），被告ＣＤＤＢ（現行版）及び被告ＣＤＤＢ（新版）の複製，頒布又

は公衆送信（送信可能化を含む。）の差止め及びこれらを格納したＣＤ－

ＲＯＭ等の記憶媒体の廃棄等を求める限度で理由があり，その余は理由が

ないというべきである。 

４ 争点(5)（１審被告らの損害賠償責任の有無及び１審原告の損害額）について 

(1) １審被告らの損害賠償責任について 

 前記３(1)及び(2)によれば，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）及び

被告ＣＤＤＢ（現行版）は，原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物であり，１審

被告らによる被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）及び被告ＣＤＤＢ（現

行版）の複製，これらの複製物のいずれかを含む被告システムの販売等は，

原告ＣＤＤＢについて１審原告が有する著作権の侵害行為に当たり，共同不

法行為が成立するから，１審被告らは，１審原告が上記著作権の侵害により

被った損害について，連帯して賠償する責任を負うものである。 

(2) 著作権法１１４条１項に基づく損害額 

 著作権法１１４条１項本文は，著作権者が自己の著作権を侵害した者に対

し，その侵害により受けた損害を賠償する場合において，「侵害の行為によ

って作成された物の譲渡数量」に，「侵害の行為がなければ販売することが

できた物の単位数量当たりの利益の額」を乗じて得た額を，著作権者の当該

物に係る販売その他の行為を行う能力に応じた額を超えない限度において，

著作権者の損害額とすることができる旨規定している。 

 １審原告は，平成１８年６月から平成２２年１１月までの間の１審被告ら

による被告ＣＤＤＢを含む被告システムの販売に係る著作権侵害によって１

審原告が受けたり著作権法１１４条１項に基づく損害額は，合計８億０３３

２万２９７８円である旨主張するので，以下において判断する。 

ア 被告ＣＤＤＢを含む被告システムの譲渡数量について 

(ア) 証拠（甲２５の２，乙１９，３７）及び弁論の全趣旨によれば，①
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被告システム（「旅 nesPro」）には，行程表・見積書作成機能のみを有

する「Pro-1」と行程表・見積書作成機能及び顧客管理機能を有する

「Pro-2」の二つのタイプがあること，②１審被告アゼスタが平成１８年

６月から平成２３年６月までの間に販売した被告システムのタイプ別の

販売本数，そのバージョン別（当初版，２００６年版，現行版及び新版）

の内訳は，別表２のとおりであり，さらに，現行版の内訳の詳細は，別

表３のとおりであること，③１審原告の損害賠償請求の対象期間である

平成１８年６月から平成２２年１１月までの間に１審被告アゼスタが販

売した被告システムのバージョンは，当初版，２００６年版及び現行版

であり，被告システムに含まれる被告ＣＤＤＢは，被告システムのバー

ジョンに対応し，当初版，２００６年版及び現行版であることが認めら

れる。 

 上記認定事実に基づいて，平成１８年６月から平成２２年１１月まで

の間の被告ＣＤＤＢ（当初版，２００６年版及び現行版）を含む被告シ

ステムの譲渡数量を算定すると，合計３９７本となる。 

（内訳）  

平成１８年６月～同年１１月（当初版）          ２２本 

平成１８年１１月～平成１９年４月（２００６年版）    ６１本 

平成１９年４月～平成２１年１１月１９日（現行版）   ２５９本 

（４０本＋１３５本＋８４本＝２５９本） 

平成２１年１１月２０日～平成２２年１１月３０日（現行版）５５本 

（７４本×３７６日／５００日≒５５本） 

合計                         ３９７本 

(イ) この点に関し，１審原告は，甲５３の記載を根拠として挙げて，１

審被告アゼスタは，平成１８年６月から平成２２年１１月までの間に被

告ＣＤＤＢを含む被告システムを少なくとも５００本販売した旨主張
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する。 

 そこで検討するに，甲５３（１審被告Ｙ１作成の平成２２年１１月２

９日付けの「旅行業務システム「旅ネスプロ」新製品のご案内」と題す

る「書類送付状」）には，「弊社の旅行業システム「旅ネスプロ」は販

売開始から４年間で約５００社様，その内旧翼システム時代のお客様約

３００社様が「旅ネスプロ」へ切換導入して頂いております。」との記

載がある。 

 しかしながら，他方で，甲５２（１審被告Ｙ１作成の平成２０年７月

付けの挨拶状）には，同年６月末の時点で，被告システムのユーザー数

が２２２社である旨の記載があるほか，甲２５の２（１審被告アゼスタ

を紹介する文書）には，平成２２年１月の時点で，被告システムの導入

会社が３５０社を達成した旨の記載があり，これらの導入企業数の記載

は，上記のとおり認定した被告システムの販売本数に概ね合致すること，

甲５３は，１審被告Ｙ１が，被告システムの新製品の案内・宣伝のため

に送付した文書であるところ，その文書の性質上，必ずしも正確な販売

実績が反映されるものとは限らず，多めに販売実績を記載したとしても，

不自然とまではいえないことに照らせば，甲５３の上記記載から平成１

８年６月から平成２２年１１月までの間における被告ＣＤＤＢを含む被

告システムが少なくとも５００本販売されことを直ちに認めることはで

きない。他にこれを認めるに足りる証拠はない。 

 したがって，１審原告の上記主張は採用することができない。 

イ 原告ＣＤＤＢに係る単位数量当たりの利益額について 

(ア) 「侵害の行為がなければ販売することができた物」について 

 前記認定のとおり，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版）及び被告

ＣＤＤＢ（現行版）は，原告ＣＤＤＢの共通部分の複製物であるから，

原告ＣＤＤＢは，１審原告が「侵害の行為がなければ販売することがで
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きた物」に当たるものといえる。 

 一方で，原告ＣＤＤＢは，システムの各機能を実行させるプログラム

とデータベースとで構成される原告システムのデーベース部分であり，

ＣＤ等に格納され，パソコンにインストールされて使用されるものであ

るところ，１審原告は，原告ＣＤＤＢを単体では販売することはなく，

原告ＣＤＤＢを含む原告システムを一体のシステムとして販売しており，

そのため，原告ＣＤＤＢ単体についての市場価格は形成されていないも

のと認められる。 

 この点は，被告システムも同様であり，１審被告アゼスタは，被告Ｃ

ＤＤＢを単体では販売することはなく，被告ＣＤＤＢを含む被告システ

ムを一体のシステムとして販売している。 

 加えて，前記認定のとおり，１審被告らが，原告システムの顧客に対

して原告システムから被告システムへのリプレース販売を持ち掛け，相

当数の原告システムの顧客に対して，原告システムから被告システムへ

の切り替えに成功していることを考慮すると，被告ＣＤＤＢを含む被告

システムと原告ＣＤＤＢを含む原告システムとは，市場において競合関

係にあるものと認められるから，原告ＣＤＤＢを含む原告システムのシ

ステム全体についても，被告ＣＤＤＢとの関係で，１審原告が「侵害の

行為がなければ販売することができた物」に当たるものと認められる。 

(イ) 原告ＣＤＤＢを含む原告システムの単位数量当たりの利益額につい

て 

 １審原告の平成１８年度（平成１８年１月から同年１２月まで）にお

ける原告ＣＤＤＢを含む原告システムの販売実績等（甲５９，６８，６

９，７７）に基づいて，１審原告が原告ＣＤＤＢを含む原告システムを

追加的に販売した場合における単位数量当たりの利益額を算定すると，

次のとおりとなる。 
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ａ 原告システムの販売価格 

(a) 原告ＣＤＤＢを含む原告システムには，検索業務，行程表・見積

書作成，インターネット連動，地図連動機能を含むＴＲ－Ｐ１のほ

か，上記機能に加え，さらに売上集計管理，顧客管理機能を含むＴ

Ｒ－Ｐ４があり（甲１の１），甲５９によれば，ＴＲ－Ｐ１の販売

価格は１７０万円，ＴＲ－Ｐ４の販売価格は２２０万円であること

が認められる。 

 このＴＲ－Ｐ４の販売価格とＴＲ－Ｐ１の販売価格との差額部分

は，ＴＲ－Ｐ１に売上集計管理及び顧客管理機能を付加してＴＲ－

Ｐ４としたことによって生じたものと認められること，原告ＣＤＤ

Ｂは，原告システムのうちの検索及び行程作成業務用データベース

部分であることを考慮すると，原告ＣＤＤＢを含む原告システムの

単位数量当たりの利益額の算定に当たっては，ＴＲ－Ｐ１の販売価

格を基準とするのが相当である。 

 そして，①甲６９によれば，原告システムのうちＴＲ－Ｐ４（販

売価格２２０万円）の平均実売価格は１９２万６４３４円であるこ

とが認められ，これによれば，平均値引き率は１２．５％となるこ

と，②証人Ａは，原審において，１審原告の顧客のうち，販売促進

に協力してもらっているいわゆるモデルユーザーや大口取引のある

顧客以外には，大幅な値引きを行ったことはないが，それ以外の顧

客に対する平成１８年時点での値引きの幅は，平均２０％くらいで

ある旨供述し，かかる供述の信用性を疑わせるに足りる事情も特段

見当たらないことなどに照らせば，１審原告においては，平均して

少なくとも販売価格の１０％程度の値引き販売が行われていたもの

と認められる。 

 したがって，原告システムの単位数量当たりの利益額の算定に当
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たっては，原告システムの販売価格は，ＴＲ－Ｐ１の上記販売価格

から１０％を控除した１５３万円と認めるのが相当である。 

(b) この点に関し，１審被告らは，乙３６の１ないし２６，６６の１

及び２，６７等を根拠として挙げて，１審原告は原告システムの販

売に当たってＴＲ－Ｐ１の標準価格の半額近くまで大幅に値引きし

ていたなどと主張する。 

 しかしながら，上記各書証は，１審原告による一部の販売につい

ての書証にすぎず，１審原告による原告システムの販売の全てにお

いて，半額程度の値引きが行われていたことを裏付けるものではな

い。他にこれを認めるに足りる証拠はない。 

 したがって，１審被告らの上記主張は，採用することができない。 

ｂ １審原告の利益率 

(a) 売上高 

 平成１８年度の１審原告の旅行業関係の売上高のうち，ソフトウ

ェア関係の売上高は２億１２５７万８０００円であり，ソフトウェ

アの売上本数は１３２本であり，この売上本数は，原告ＣＤＤＢを

含む原告システムの基本システムであるＴＲ－Ｐ１及びＴＲ－Ｐ４

のほか，ＴＲ－Ｐ３，モバイルタイプＴＲ－Ｐ１Ｍ，子機セットＴ

Ｒ－Ｐ１Ｌ，ＴＲ－Ｐ４Ｌを含むこと（甲６９）からすると，ソフ

トウェア１本当たりの販売価格は，１６１万０４３９円（２億１２

５７万８０００円÷１３２本。ただし，小数点以下切り捨て。以下

同じ）となる。 

(b) 売上高全体に対する経費 

① 仕入高         ７８１万４０００円 

 原告システムと関連するハードウェア（パソコン，プリンタ等）

などと一緒に販売する場合の仕入費用（甲６９） 
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② 残債 １０８万５０００円 

 原告システム販売時に，顧客の旧リース料を１審原告が負担す

る場合の費用（甲６９） 

③ 販売手数料 ２５０万４０００円 

 原告システム販売時に販売代理店に対して支払われる手数料

（甲６９） 

④ 販促費／リース料Ｓ ４３万９０００円 

 原告システム販売時に，顧客の新規リース料の一部を１審原告

が負担する場合の費用（甲６９） 

⑤ 販促費／その他 ３９万６０００円 

 原告システムの販売促進活動に係る成約記念品等の費用（甲６

９） 

⑥ 外注費 ６７８万２０００円 

 原告システムの開発及びメンテナンスなどについての外部委託

費用 

⑦ 物流費 １８８万３０００円 

 原告システム等の出荷に伴い発生する運送費用（甲６９） 

⑧ インセンティブ １５９２万９０００円 

 原告システム販売担当営業員に販売額に応じて支払われるイン

センティブ費用（甲６９） 

⑨ 広告宣伝費及びその他管理費      ０円 

 甲６９記載の広告宣伝費（１１２万５０００円）及びその他管

理費（５３３２万９０００円）は，原告システムを追加的に販売

するために控除すべき費用とは認められない。 

⑩ 小計（①ないし⑨の合計額） ３６８３万２０００円 

 これをソフトウェア１本当たりに換算すると，２７万９０３０
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円（３６８３万２０００円÷１３２本）となる。 

(b) 人件費           ３６万１５３７円 

① １審原告において，旅行業関係に携わる人員は，営業部門８名

（営業４名，アフター３名，スタッフ１名），開発部門２名，本

社スタッフ１名の合計１１名であり，平成１８年の１審原告の人

件費は６５６１万９０００円（甲６９）である。 

 そうすると，１審原告が，原告システムを追加的に販売するの

に必要な人件費は，原告システム１本当たり，３６万１５３７円

と認めるのが相当である。 

計算式 ６５６１万９０００円×８名（営業部門の人員数）÷１

１÷１３２本＝３６万１５３７円 

② これに対し，１審原告は，①１審被告らは主にリース期間満了

時を狙った原告システムについてのリプレース販売であったから，

既に顧客には１審原告の営業担当者がついていたのであり，追加

販売において営業担当者を増やすことによる追加的人件費は発生

しない，②インセンティブ（販売担当営業員に対する歩合報酬）

を控除していることから，追加的人件費をさらに控除することは

誤りであるなどと主張する。 

 しかしながら，上記①の点については，１審被告らによる被告

ＣＤＤＢを含む被告システムの譲渡数量（前記ア(イ)）の全てが

リプレース販売であったとの立証はない上，仮にリプレース販売

であったとしても，新たな営業活動が直ちに不要となるものでは

ない。 

 また，上記②にの点については，１審原告が，被告システムの

譲渡数量分の原告システムの追加販売をした場合には，人件費の

みならず，インセンティブの支払も必要になるのであるから，必
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ずしも人件費を二重払しているということはできない。 

 したがって，１審原告の上記主張は採用することができない。 

(c) 利益率 

 前記(a)及び(b)によれば，１審原告が原告システムを含むソフト

ウェアを追加的に販売した場合の１本当たりの利益率は，６０％（小

数点以下切り捨て）となる。 

計算式 〔１６１万０４３９円－（２７万９０３０円＋３６万１５

３７円）〕÷１６１万０４３９円 

ｃ 単位数量当たりの利益額 

 以上によれば，原告ＣＤＤＢを含む原告システムの１本当たりの利

益額（単位数量当たりの利益額）は，原告システムの販売価格１５３

万円（前記ａ）に１審原告の利益率６０％（前記ｂ(c)）を乗じて算出

した９１万８０００円と認めるのが相当である。 

ｄ 原告ＣＤＤＢの寄与の割合について 

(a) 前記(ア)認定のとおり，原告システムは，システムの各機能を実

行させるプログラムとデータベース（原告ＣＤＤＢ）とで構成され

ており，プログラム部分とデータベース部分は，構成上は別のもの

であること，１審原告は，データベース部分である原告ＣＤＤＢを

単体では販売することはなく，原告ＣＤＤＢを含む原告システムを

一体のシステムとして販売していること，原告システムにおいては，

プログラム部分とデータベース部分のそれぞれが顧客吸引力を有し，

原告システムの購入動機の形成に貢献ないし寄与しているものと認

められることを総合考慮すると，著作権法１１４条１項に基づく１

審原告の損害額の算定の基礎となる「侵害の行為がなければ販売す

ることができた物の単位数量当たりの利益額」は，原告ＣＤＤＢを

含む原告システムの１本当たりの利益額全額ではなく，データベー
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ス部分である原告ＣＤＤＢの上記貢献ないし寄与の割合（以下，単

に「寄与割合」という。）に応じて算出するのを相当と認める。 

 以上を前提に検討するに，前記前提事実(2)オのとおり，原告シス

テム（ＴＲ－Ｐ１）の検索業務，行程・見積作成の各機能の内容と

しては，検索業務は時刻表検索，観光施設検索，宿泊施設検索，道

路料金経路検索，インターネット検索，画像保存，地図検索を含む

ものであり，行程・見積作成は行程表作成，見積書作成，損益検討

書作成，受注型企画旅行見積書，包括見積書作成，修学旅行見積書，

利用施設一覧印刷，観光施設案内書印刷，宿泊施設案内書印刷，添

乗指示書作成，現地払い見積書，契約書（受注型・手配型），Ｍａ

ｉｌ送信（ＰＤＦ），画像付き行程表出力を含むものであるが，こ

のうち時刻表検索，インターネット検索，画像保存，地図検索，見

積書作成，損益検討書作成，受注型企画旅行見積書，包括見積書作

成，修学旅行見積書，利用施設一覧印刷，観光施設案内書印刷，宿

泊施設案内書印刷，添乗指示書作成，現地払い見積書，契約書（受

注型・手配型），Ｍａｉｌ送信（ＰＤＦ），画像付き行程表出力等

の機能については，原告ＣＤＤＢとは無関係の機能である。 

 上記の点に加えて，原告システムにおけるデータベースの機能上

の重要性，原告システムにおけるプログラム部分とデータベース部

分である原告ＣＤＤＢの顧客吸引力の程度などを総合考慮すると，

原告システム（ＴＲ－Ｐ１）の１本当たりの利益額における原告Ｃ

ＤＤＢの寄与割合は，５０％と認めるのが相当である。 

(b) これに対し，１審原告は，被告ＣＤＤＢを含む被告システムが１

本販売されることにより，原告ＣＤＤＢを含む原告システム１本が

販売できなくなったという関係（代替関係ないし相互補完性）があ

るから，原告システム１本を販売できなくなったことによる１審原
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告の著作権法１１４条１項に基づく損害額（逸失利益）の算定に当

たり，原告ＣＤＤＢの寄与割合によって単位数量当たりの利益額を

減ずる理由はない旨主張する。 

 しかしながら，前記(a)に説示したとおり，１審原告が「侵害の行

為がなければ販売することができた物の単位数量当たりの利益額」

は，原告ＣＤＤＢを含む原告システムの１本当たりの利益額全額で

はなく，データベース部分である原告ＣＤＤＢの寄与割合に応じて

算出するのが相当と認められるから，１審原告らの上記主張は採用

することができない。 

(c) また，１審被告らは，原告ＣＤＤＢは，プログラム等を含めた原

告システム全体の一部であるデータベース部分のさらにその一部に

すぎず，このような原告システムにおける原告ＣＤＤＢ部分の位置

づけからすると，原告ＣＤＤＢの寄与割合を５０％と認定することは，

寄与割合が不当に高く，誤りであるといわざるを得ないし，加えて，

原告ＣＤＤＢと被告ＣＤＤＢは情報の選択等において一致しない部

分が多くあることも寄与割合の判断において評価されるべきである

旨主張する。 

 しかしながら，前記(a)認定のとおり，原告システムにおけるデー

タベースの機能上の重要性，原告システムにおけるプログラム部分

とデータベース部分である原告ＣＤＤＢの顧客吸引力の程度などを

総合考慮すると，原告ＣＤＤＢの寄与割合を５０％と認めることは

不合理であるということはできない。 

 また，被告ＣＤＤＢが情報の選択等における原告ＣＤＤＢと一致し

ない部分の量，程度等は，原告ＣＤＤＢを含む原告システムの１本

当たりの利益額における原告ＣＤＤＢの寄与割合に影響を及ぼす事

情に当たるものとは認められない。 
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 したがって，１審被告らの上記主張は採用することができない。 

ｅ 小括 

 以上によれば，著作権法１１４条１項に基づく１審原告の損害額の

算定の基礎となる原告ＣＤＤＢを含む原告システムの１本当たりの利

益額（単位数量当たりの利益額）は，４５万９０００円となる。 

 計算式 ９１万８０００円（前記ｃ）×０．５＝４５万９０００円 

ウ １審原告の実施能力 

 １審原告は，平成１８年度（同年１月から１２月までの間）に，原告シ

ステムを含むソフトウェア１３２本販売した実績があることや，１審原告

が１審被告アゼスタよりもその事業規模が格段に大きいことに照らせば，

前記アの被告ＣＤＤＢを含む被告システムの販売数量の全部について，１

審原告が原告ＣＤＤＢを含む原告システムを販売する能力（実施能力）を

有していたことが認められる。 

エ 著作権法１１４条１項ただし書に該当する事情の有無等 

(ア) １審被告らは，被告システムの売上本数の達成は，原告システムよ

りも豊富な収録レコード数（約２．６倍），データメンテナンス及びサポ

ート体制の充実，担当者の旅行業者向けシステムにおける経験・ノウハウ，

データベース部分以外の優位性などの面で原告システムより優位性を有

しており顧客吸引力を有していたことの事情によるものであり，また，被

告ＣＤＤＢ（現行版）については，約４年もの長期にわたり販売され，

別表１のとおりの４期にわたり，体系的な構成が大きく変更され，レコ

ード数が激増しているなどの事情があり，これらの事情は，著作権法１

１４条１項ただし書の譲渡等数量の全部又は一部に相当する数量を著作

権者が「販売することができないとする事情」に該当するから，上記事

情に相当する数量に応じた額を１審原告の損害額から控除すべきである

旨主張する。 



 98 

 しかしながら，１審原告における原告ＣＤＤＢを含む原告システムの

データメンテナンスやサポート体制が，１審被告アゼスタのそれに比べ

て特に劣っていたことを客観的に裏付ける証拠はない。 

 また，１審被告らが指摘する被告ＣＤＤＢにおける体系的構成の変化

や情報量の増加についても，いずれもデータベースの利便性の向上に資

するものであるということは否定できないものの，これによって，その

部分がなければ原告ＣＤＤＢを購入しないと考える顧客が相応に存在す

ると認めるに足りる事情であるとはいい難く，また，そのような事情の

存在を裏付ける的確な証拠もない。 

 したがって，１審被告らの上記主張は採用することができない。 

(イ) また，１審被告らは，旅行業者向けシステムには，「応援団くん」

等同種の他社の競合品が複数存在し，被告システムの販売と１審原告の

損害との間に因果関係が存しない旨主張する。 

 しかしながら，１審被告らが同種システムであると指摘する「応援団

くん」等については，システムの詳細が明らかではなく，原告ＣＤＤＢ

を含む原告システムと市場において競合関係にあるかどうか定かではな

い。 

 したがって，１審被告らの上記主張は採用することができない。 

オ 著作権法１１４条１項に基づく損害額 

 以上のアないしエの各検討結果を総合すれば，平成１８年６月から平成

２２年１１月までの間において，１審被告らによる被告ＣＤＤＢを含む被

告システムの販売に係る著作権侵害によって１審原告が受けた，著作権法

１１４条１項に基づく損害額は，１億８２２２万３０００円と認められる。 

計算式 ４５万９０００円×３９７本＝１億８２２２万３０００円 

(3) データメンテナンス契約に係る損害について 

ア 損害の発生の有無について 
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 １審原告は，原告システムを含む原告システムにおいては，各種データ

は常に最新でなければ意味をなさないため，特段の事情がない限り，原告

システムを購入するユーザは原告との間でデータメンテナンス契約を締結

してデータ更新のためのメンテナンスＣＤの提供を受けることになるとこ

ろ，被告ＣＤＤＢを含む被告システムの販売がされなければ原告システム

が販売され，これに伴い，データメンテナンス契約が締結されたものとい

えるから，１審被告らによる被告ＣＤＤＢを含む被告システムの販売に係

る著作権侵害により，１審原告は，データメンテナンス契約に係る利益相

当額の損害を被った旨主張する。 

 そこで検討するに，旅行業者が原告ＣＤＤＢを含む原告システムを購入

するに当たっては，適宜の時期に情報の更新等を行い，できる限り最新の

情報をデータベースに格納しておくことを希望するものと認められるから，

原告システムの購入時にデータメンテナンス契約を締結し，少なくとも１

年間は上記データメンテナンス契約を継続するのが通常であるものと認め

られる。 

 そうすると，１審被告らによる被告ＣＤＤＢを含む被告システムの販売

に係る著作権の侵害行為とその販売数量に対応する１審原告のデータメン

テナンス契約に係る１年分の利益額に相当する損害との間には相当因果関

係が認められ，１審原告は，上記損害を被ったものと認めるのが相当であ

る。 

イ 損害額について 

(ア) 甲７７によれば，データメンテナンス契約に基づくデータメンテナ

ンス料は，平成１９年１０月までは月額５０００円，同年１１月以降は

月額６０００円であったことが認められる。 

(イ) 甲６９によれば，１審原告の平成１８年度のデータメンテナンスに

関する売上高は１０億４７４２万９０００円であったこと，その変動経



 100 

費は，仕入高（８３８７万６０００円），残債（－８０００円），販売

手数料（１６５万５０００円），販促費／リース料Ｓ（０円），販促費

／その他（３４４万３０００円），外注費（６６０４万９０００円），

物流費４３８５万４０００円），インセンティブ（４２３万円），広告

宣伝費（２２５万１０００円），その他管理費（１億４４５７万４００

０円）であったことが認められる。 

  この点，データメンテナンス契約に係る利益相当額の損害については，

著作権法１１４条の適用はないものと解され，その損害額の算定に当た

っては，売上高から変動経費だけでなく固定費も控除されるべきである。 

  そして，上記の売上高，変動経費額，メンテナンス料の値引き取引も

行われていたことその他諸般の事情を考慮すると，データメンテナンス

契約に基づくメンテナンス料に対する利益は，メンテナンス料が月額５

０００円であるか，６０００円であるかを問わず，月額３０００円と認

めるのが相当である。 

(ウ) 以上を前提に，１審原告のデータメンテナンス契約に係る利益相当

額の損害額を算定すると，次のとおりとなる。 

ａ 平成１８年６月から平成２１年１２月末までの間に販売された被告

ＣＤＤＢに係る損害 

  別表２のとおり，上記期間において販売された被告システム（当初

版）は２２本，被告システム（２００６年版）は６１本である。 

  そして，別表２によれば，平成１９年４月から平成２３年４月まで

の４９か月間に販売された被告システム（現行版）は３３３本であり，

平均して１か月当たり６．７９本の被告システム（現行版）が販売さ

れたものと認められるから，平成１９年４月から平成２１年１２月末

までの３３か月間に販売された被告システム（現行版）は２２４本（６．

７９×３３＝２２４）と認められる。そうすると，平成１８年６月か
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ら平成２１年１２月末までの間に販売された被告システム（当初版，

２００６年版及び現行版）は，３０７本（２２本＋６１本＋２２４本）

と認められる。 

  したがって，上記販売本数に対するデータメンテナンス契約に係る

利益相当額の損害額は，１１０５万２０００円である。 

 計算式 ３０００円×１２か月×３０７本＝１１０５万２０００円 

ｂ 平成２２年１月から平成２２年１２月末までの間に販売された被告

システムに係る損害 

  上記期間において販売された被告システム（現行版）は８１本（６．

７９×１２＝８１）となる。そして，この期間においては，その販売

時期を問わず，平成２２年１２月末までに発生したデータメンテナン

ス契約に係る利益相当額が著作権侵害と相当因果関係のある損害とな

る一方で，販売時期によって損害の発生期間が１２か月に満たないも

のがあることを勘案すると，その損害額は，上記販売本数に対する１

年分のデータメンテナンス契約に係る利益相当額の半額と認めるのが

相当である。したがって，上記損害額は，１４５万８０００円と算定

される。 

 計算式 ３０００円×１２か月×８１×０．５＝１４５万８０００円 

ｃ 合計 

  前記ａ及びｂの合計額は，１２５１万円である。 

(4) 弁護士費用 

 １審被告らの著作権侵害の不法行為と相当因果関係のある弁護士費用相当

額の損害は，本件事案の性質，認容額，主張立証の難易度，審理の経過等の

諸般の事情に鑑み，２０００万円と認めるのが相当である。 

(5) １審被告らが損害賠償責任を負う範囲 

ア １審被告アゼスタ，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３，１審
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被告Ｙ４及び１審被告Ｙ６について 

 １審被告アゼスタ，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及び１

審被告Ｙ４の損害賠償責任は，１審原告の主張する損害賠償請求期間の全

範囲にわたる。その額は，前記(2)及び(3)にそれぞれ認定の損害額に前記

(4)の弁護士費用を加算して，合計２億１４７３万３０００円である。 

イ １審被告Ｙ５について 

 １審被告Ｙ５は，平成２０年６月に１審被告アゼスタを退社しているか

ら，１審被告Ｙ５が責任を負うべき損害についても，同月末までに発生し

たものに限られるというべきである。 

 そして，平成１８年６月から平成２２年１１月までの５４か月のうち，

１審被告Ｙ５が１審被告アゼスタに在籍した期間は，平成１８年６月から

平成２０年６月までの２５か月であるから，１審被告Ｙ５が責任を負うべ

き損害額は，９９４１万３４２５円である（なお，データメンテナンス契

約に基づく損害の請求期間は５５か月であるが，損害額の按分においては

区別を設けないものとする。）。 

計算式 ２億１４７３万３０００円÷５４×２５＝９９４１万３４２５円 

ウ １審被告Ｙ６について 

  １審被告Ｙ６は，平成１８年１１月３０日に旧原告会社を退職して１審

被告アゼスタに転職しているから，同年１２月以降の被告システムの販売

に関して発生した損害について，責任を負うというべきである。 

  そして，平成１８年６月から平成２２年１１月までの５４か月のうち，

１審被告Ｙ６が１審被告アゼスタに在籍した期間は，平成１８年１２月か

ら平成２２年１１月までの４８か月であるから，１審被告Ｙ６が責任を負

うべき損害額は，１億９０８７万３７７７円となる。 

計算式 ２億１４７３万３０００円÷５４×４８＝１億９０８７万３７７

７円 
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エ １審被告Ｙ５と１審被告Ｙ６との損害賠償債務の連帯の範囲について 

  １審被告Ｙ５と１審被告Ｙ６が損害賠償債務について連帯責任を負う範

囲は，両名の責任が併存する平成１８年１２月から平成２０年６月までの

１９か月間に限られ，その額は７５５５万４２０３円と認められる。 

計算式 ２億１４７３万３０００円÷５４×１９＝７５５５万４２０３円 

オ 遅延損害金について 

(ア) 起算日について 

 １審原告は，１審被告アゼスタが平成１８年６月から平成２２年１１

月までの間に販売した被告ＣＤＤＢを含む被告システムに係る損害とし

て９億１０３７万０９７８円を請求するとともに，遅延損害金について

は，うち５億５３４９万６０００円については平成２１年５月２８日（１

審被告らのうち最後に訴状が送達された１審被告Ｙ６に対する訴状送達

の日の翌日である。）から，うち１億１８５９万３６００円については

平成２３年１１月２日（平成２３年１０月７日付け訴えの変更の申立書

送達の日の翌日である。）から，うち２億３８２８万１３７８円につい

ては平成２５年１月３１日（平成２５年１月２８日付け訴えの変更の申

立書送達の日の翌日である。）から各支払済みまで民法所定の年５分の

割合による遅延損害金の支払を求めている。 

 そして，不法行為に係る損害賠償債権の遅延損害金が，当該不法行為

があった日から発生すると解されることに照らせば，１審原告の請求に

係る遅延損害金の起算日については，販売日が平成２１年５月２８日ま

でのものについては同日を起算日として，販売日が翌２９日以降のもの

については，損害賠償債権元金額が１億１８５９万３６００円に満つる

までのものは平成２３年１１月２日を起算日とすべきである。 

(イ) 平成２１年５月２８日までに発生した損害額について 

  平成１８年６月から平成２１年５月２８日までに発生した損害額につ
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いては，上記期間に相当する３６か月分の損害額として算定することと

すると，その額は１億４３１５万５３３３円である。 

 計算式 ２億１４７３万３０００円÷５４×３６＝１億４３１５万５３

３３円 

(ウ) 平成２１年５月２９日以降に発生した損害額について 

 平成２１年５月２９日以降，平成２２年１１月末までに発生した損害

額は７１５７万７６６７円であると認められ，同額についての遅延損害

金の起算日は，平成２３年１１月２日となる。 

計算式 ２億１４７３万３０００円－１億４３１５万５３３３円＝７１

５７万７６６７円 

(エ) １審被告Ｙ５及び１審被告Ｙ６に対する遅延損害金の起算日につい

て 

 １審被告Ｙ５は平成２０年６月末に１審被告アゼスタを退社しており，

同人が責任を負うべき損害は，平成２１年５月２８日までに全て発生し

ている。したがって，同人が責任を負う損害額については，同日が遅延

損害金の起算日となる。 

 １審被告Ｙ６が責任を負うべき損害額１億９０８７万３７７７円のう

ち，１審被告アゼスタに転職後の平成１８年１２月から平成２１年５月

２８日までの間に発生したものは，同日から平成２２年１１月末までの

間に発生した損害額が前記(ウ)のとおり７１５７万７６６７円であるか

ら，１億１９２９万６１１０円である。同額についての遅延損害金の起

算日は平成２１年５月２８日となり，その余の７１５７万７６６７円に

ついての遅延損害金の起算日は平成２３年１１月２日となる。 

計算式 １億９０８７万３７７７円－７１５７万７６６７円＝１億１９

２９万６１１０円 

５ 争点(3)（一般不法行為に基づく損害賠償請求の成否）について 
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 １審原告は，平成１８年６月から平成２２年１１月までの間の１審被告らに

よる被告ＣＤＤＢの複製，頒布等の行為に関して，著作権侵害に基づく損害賠

償請求と一般不法行為に基づく損害賠償請求を選択的に行い， 一般不法行為に

基づく損害賠償請求においても，著作権侵害に基づく損害額と同額（合計９億

１０３７万０９７８円）の損害額を主張している。 

 しかるところ，１審原告における一般不法行為に基づく損害額が，前記４認

定の著作権法１１４条１項に基づく損害額を超えることを認めるに足りる証拠

はないから，その余の点について判断するまでもなく，１審原告の一般不法行

為に基づく損害賠償請求は理由がない。 

６ 争点(4)（１審原告の行為の独占禁止法違反の可能性の有無）について 

 原判決「事実及び理由」第４の５（原判決２４５頁２４行目ないし同２４６

頁２０行目）記載のとおりであるから，これを引用する。 

７ 結論 

 以上の次第であるから，１審原告の請求は，差止請求及び廃棄等請求に関す

る部分は，１審被告アゼスタに対し，被告ＣＤＤＢ（当初版・２００６年版），

被告ＣＤＤＢ（現行版）及び被告ＣＤＤＢ（新版）についての差止請求（いず

れも，翻案行為の差止めを除く。）は理由があり，損害賠償請求に関する部分

については，①１審被告アゼスタ，１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ

３及び１審被告Ｙ４に対し，連帯して，２億１４７３万３０００円及びうち１

億４３１５万５３３３円に対する平成２１年５月２８日から，うち７１５７万

７６６７円に対する平成２３年１１月２日から各支払済みまで年５分の割合に

よる金員の支払，②１審被告Ｙ６に対し，１審被告アゼスタ，１審被告Ｙ１，

１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及び１審被告Ｙ４と連帯して，１億９０８７万３

７７７円及びうち１億１９２９万６１１０円に対する平成２１年５月２８日か

ら，うち７１５７万７６６７円に対する平成２３年１１月２日から各支払済み

まで年５分の割合による金員（ただし，７５５５万４２０３円及びこれに対す
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る平成２１年５月２８日から支払済みまで年５分の割合による金員の限度で１

審被告Ｙ５と連帯して）の支払，③１審被告Ｙ５に対し，１審被告アゼスタ，

１審被告Ｙ１，１審被告Ｙ２，１審被告Ｙ３及び１審被告Ｙ４と連帯して，９

９４１万３４２５円及びこれに対する平成２１年５月２８日から支払済みまで

年５分の割合による金員（ただし，７５５５万４２０３円及びこれに対する平

成２１年５月２８日から支払済みまで年５分の割合による金員の限度で１審被

告Ｙ６と連帯して）の支払，をそれぞれ求める限度で理由があり，その余は棄

却すべきである。 

 したがって，原判決は，一部不当であるから，１審原告の控訴に基づき，原

判決を主文第１項のとおり変更し，１審被告らの控訴をいずれも棄却すること

として，主文のとおり判決する。 

 

    知的財産高等裁判所第３部 

 

 

 

        裁判長裁判官     大   鷹   一   郎 

 

 

 

           裁判官     田   中   正   哉 

 

 

 

           裁判官     神   谷   厚   毅
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（別紙）            物件目録 

 

１  旅 nesPro Ver1.0  メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

２  旅 nesPro Ver1.5  メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

３  旅 nesPro Ver2.0  メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

４  旅 nesPro Ver2.51 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

５  旅 nesPro Ver2.53 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

６  旅 nesPro Ver2.6  メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

７  旅 nesPro Ver2.70 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

８  旅 nesPro Ver2.72 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

９  旅 nesPro Ver2.76 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１０ 旅 nesPro Ver2.78 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１１ 旅 nesPro Ver2.80 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１２ 旅 nesPro Ver2.82 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 



 108 

１３ 旅 nesPro Ver2.84 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１４ 旅 nesPro Ver2.90 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１５ 旅 nesPro Ver2.92 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１６ 旅 nesPro Ver2.94 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１７ 旅 nesPro Ver2.96 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１８ 旅 nesPro Ver2.97 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

１９ 旅 nesPro Ver2.98 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

２０ 旅 nesPro Ver2.99 メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

２１ 旅 nesPro Ver3.1  メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 

２２ 旅 nesPro Ver3.2  メンテナンスＣＤに格納されている検索及び行程作成業

務用データベース 
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（別表１） 

現行版 

 

被告システムのバ

ージョン 

（納品時期） 

主たる変更点 販売本数 

Pro-1 Pro-2 合計 

Ⅰ期 

 

Ver2.0～Ver2.5 

（2007/4/17～ 

2007/7/23） 

Ver2.0 でデータベースの再

設計を行い，テーブルＩＤ及

びフィールドＩＤは原告Ｃ

ＤＤＢと全て異なった。 

10本 30本 40本 

Ⅱ期 

 

Ver2.51～Ver2.82 

（2007/7/24～ 

2008/12/1） 

道の駅を中心にレコードを

追加し，検索の利便性も向上

した（乙 61・乙 63の 111 頁

参照）。 

「料金ガイド 2007」（乙 53）

に基づき 1 万件以上の施設

情報の更新を行った（乙 52

・1～2頁） 

55本 80本 135本 

Ⅲ期 

 

Ver2.84～Ver2.97 

（2008/12/2～ 

2009/11/19） 

キーワード検索（目的別検

索）に関して施設関連テーブ

ルの体系的な構成を変更し

た（乙 61・乙 63の 111頁参

照）。 

「ドライブインガイド 2008

年全国版」（乙 55）に基づ

き 2000 件以上の施設情報の

更新を行い，Ver2.94 におい

35本 49本 84本 
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て地点に関する緯度経度情

報は全て一新した（乙 58・1

頁）。 

Ⅳ期 

 

Ver2.98～Ver3.1 

（2009/11/20～ 

2011/4/3） 

公共施設のレコード約 6 万

件を追加し，検索の利便性を

向上させた上，道路地点・単

経路に関してデータの大幅

な拡充を行い，道路データ量

が原告ＣＤＤＢの約 2 倍と

なった（乙 61・乙 63 の 111

頁参照）。 

26本 48本 74本 

合計   126 本 207 本 333本 
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（別表２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被告システムのバージョン（納品時期） 

 

販売本数 

Pro-1 Pro-2 合計 

当初版[ver1.0] 

（平成18年6月～同年11月） 

22本 

 

0本 

 

22本 

 

２００６年版[ver1.5] 

（平成18年11月～平成 19年4月） 

14本 

 

47本 

 

61本 

 

現行版[ver2.0～ver3.1] 

（平成19年4月～平成23年4月） 

126本 

 

207本 

 

333本 

 

新版[ver3.2] 

（平成23年4月～平成23年6月） 

10本 

 

26本 

 

36本 

 

合計 172本 280本 452本 
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（別表３） 

 
被告システムのバージョン（納品時期） 

 

販売本数 

Pro-1 Pro-2 合計 

現行版ver2.0～ver2.5 

（平成 19年4月17日～平成 19年 7月23日） 

10本 

 

30本 

 

40本 

 

現行版ver2.51～ver2.82 

（平成 19年7月24日～平成 20年 12月1日） 

55本 

 

80本 

 

135本 

 

現行版 ver2.84～ver2.97 

（平成 20 年 12 月 2 日～平成 21 年 11 月 19

日） 

35本 

 

49本 

 

84本 

 

現行版 ver2.98～ver3.1 

（平成 21年 11月 20日～平成 23年 4月 3日） 

26本 

 

48本 

 

74本 

 

合計 126本 207本 333本 


